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行政評価（内部評価）結果総括表（平成25年度実施計画）

第１節　産業を創造しゆたかで元気なまちをつくる

第１項　川西ブランドの創造

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

（仮）川西ブラン
ド研究所の創設

産業振興 87.5

ブランド研究所は位置付け如何により方
向性が大きく異なってくる。ブランドは
単に生産物等の販売戦術としてではな
く、地域性や物語性等の付加価値を持た
せ、発信する継続的な研究機関となっ
た。現時点では内容的に弱い進捗であ
る。
----------------------------------
庁内職員の研究所員に加え、アドバイ
ザー及び関係団体のオブザーバーを加え
運営してきたが、今後は町内外への発信
性を高め、経済的効果を具体的に生み出
すための川西ブランド構築を前進させる
必要がある。

81.3

研究所の体制強化を図りながら専門家の
意見を交えながら具体的なブランドの検
討に入ることができた。このことを受
け、具体的なプロモーション展開に向け
た事業計画を設定し、施策の明確化を図
る必要がある。
----------------------------------
今後一層、実効性を担保するために、研
究所機能の充実を図り、先導する組織と
して川西ブランド構築に向けた取り組み
を進める必要がある。

資源、情報の活用
と発信

産業振興 81.3

新聞、テレビ、ケーブルテレビ等の外部
媒体への積極的に情報提供を行うととも
に、町ホームページや６次産業推進室単
独のブログ及びフェイスブックを活用
し、本町の魅力発信に努めた。
----------------------------------
今後は魅力発信とともに、ブランド研究
所における調査・研究内容の発信等の頻
度、質を向上させる必要がある。また、
置賜農業高校との連携度を高め、町の積
極性と高校の瑞々しいセンスの協働、強
化を目指す。

81.3

首都圏や仙台出店等物産販売や商談会を
展開し、川西プランドの情報発信に努
め、認知度を高めた。また,各種電子媒体
による情報提供、地場産品の掘り起こし
なども進めており、今後一層の成果を期
待したい。
----------------------------------
川西ブランドの資源化と情報発信の観点
から、現在の動きを一層進展させ、名実
ともに川西ブランドとして評価されるよ
う戦略的に実践活動を展開する必要があ
る。

産業間のネット
ワークの促進

産業振興 81.3

本町の６次産業化推進計画では、計画対
象を農業の６次産業化に留まらず、農商
工連携も含めた計画としており、町内に
おける産業間の連携による食産業の確立
を目指して推進してきたが、個々の取組
みを脱していない状況にある。
----------------------------------
今後は、一定のロットを確保できる農産
物生産体制を確立し、同時に農業者自ら
の６次産業化とともに企業誘致も含めた
商工業サイドからの参入を促していく。

81.3

かわにし産業フェア等産業間連携に向け
た取り組みが一部展開されており、気運
の醸成が図られたが、今後一層６次産業
化に向け総合的な観点から各種事業の精
査を図る必要がある。

----------------------------------
産業間連携による６次産業化の進展に向
け、その基盤となるネットワークの構
築・促進が求められており、今後の具体
的事業展開を期待したい。

施策間で進捗状況に差
があり、総体として政
策目的の実現に向け
て、今後一層精度を上
げる必要がある。特
に、川西ブランド研究
所の実効性に向けた施
策展開については、さ
らに一層の進展を期待
したい。また、拠点施
設の整備については中
核となる施策なので今
後の実効性を担保した
い。

産学公による調査、研
究機関の創設と川西ブ
ランドの創造

概ね順調
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地場産品の開発と
流通の促進

産業振興 87.5

以前から地場産品の開発支援に取り組ん
できたが、紅大豆や米沢牛の商品開発に
取り組んだ。流通面では、大手企業への
タイアップにより安定生産が可能とな
り、米沢牛においても新たな商品がデ
ビューした。
----------------------------------
これまでの地場産品は、紅大豆を除き従
来の農産物について個々の取組みを支援
する形であったが、今後は関係団体等と
の連携を図りながら、新たな素材として
の農産物や加工品に対し積極的な提言の
もと支援に努める。

87.5

米、紅大豆、ダリヤ、米沢牛等戦略品目
の付加価値化を図り知名度アップに向け
た取り組みを進めることができた。今後
とも具体的実践活動を積み上げ、商品の
ブランド化を図っていく必要がある。
----------------------------------
潜在的な地場産品の価値を高め、商品開
発に向けた取り組みを加速するととも
に、拠点施設の具現化に向けた基本設計
の実施、運営母体の設立に向けた取り組
みを具体的に進める必要がある。

コミュニティビジ
ネスの創造

産業振興 81.3

ダリアの里体験受入協議会が農水省の農
都交流事業に取組み、玉庭地区を中心に
グリーンツーリズムによるビジネスモデ
ルの検討研究を開始した。関係団体との
連携により交流人口拡大の可能性を秘め
た事業であることを確認できた。
----------------------------------
町内におけるコミュニティビジネスを単
なる農村生活の彩りに終始することな
く、経済的前進を具現化するための視点
を強めたい。また、関係団体が相違性を
主張することなく大同団結して取り組む
ことも肝要である。

75.0

コミュニティビジネスの創造に向け、グ
リーンツーリズムを切り口とした取り組
みとして中学生対象の教育旅行による農
村体験・民泊や大人を対象とした農都交
流事業を展開し、地域ビジネス化に向け
た糸口を探った。
----------------------------------
地域資源の付加価値化によるビジネス化
の発展プロセスを明確化し、グリーン
ツーリズムの取り組みと連動した農都交
流等事業展開を一層充実させる必要があ
る。

新エネルギー利活
用の調査、研究

まちづくり 66.8

新たな産業づくりの促進として、新エネ
ルギーの利活用調査と研究を施策に計上
しているが、産業創造につながる事業と
はなっていない。
----------------------------------
産業振興分野で、より科学的、専門的見
地で調査、研究を進めるべきである。

68.8

産業振興 66.8

雪冷房システム計画策定時に産業面での
利活用提言を受けており、利活用調査に
着手したが、調査に伴う活用策の検討ま
で至っていない。
----------------------------------
早期に調査研究を加速化させ、時期は異
なっても６次産業化推進の拠点施設等の
整備に付帯した新エネルギー活用機能を
盛り込むなどして、産業面での活用を推
進できないか検討する。

新たな産業づくりに向
けた各施策の実現プロ
セスが明示されていな
い。施策間の関係性を
担保し、総体として推
進母体の充実や起業化
支援に向けた具体的プ
ログラムを検討する必
要がある。

新たな産業づくりの促
進

やや課題あり

施策間で進捗状況に差
があり、総体として政
策目的の実現に向け
て、今後一層精度を上
げる必要がある。特
に、川西ブランド研究
所の実効性に向けた施
策展開については、さ
らに一層の進展を期待
したい。また、拠点施
設の整備については中
核となる施策なので今
後の実効性を担保した
い。

産学公による調査、研
究機関の創設と川西ブ
ランドの創造

概ね順調

雪冷房システム活用による農産物の調査
研究の内容であり、一定の活用はなされ
たものの産業化への広がりについては、
検討を要する。
----------------------------------
雪冷房システム活用による農産物の品質
向上に向けた調査研究レベルのものであ
り、実用化までには多くの課題があり、
実現可能性について再構築する必要があ
る。
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起業の育成、支援

産業振興 87.5

起業支援は実践者の意欲が高くても部分
支援だけでは目標達成するには難しい面
がある。本町ではアドバイザーによる相
談等から研修、ハード、金融、流通、法
人化等、実践者の必要に応じた支援を講
じてきた。
----------------------------------
支援メニューは充実しているが、本格的
に実践するケースが少ない。6次産業化
による食産業への取組みをより本格化す
るため、法人化等を推進しながら、一方
で出口対策として拠点施設整備等を急ぐ
必要がある。

81.3

６次産業化推進計画と連動した起業支援
の取り組みを一層進展させ、町の産業力
を高める施策として、事業の有効性を担
保する必要がある。

----------------------------------
起業化に向けたニーズを十分検証し、６
次産業化の取り組みが進展するよう、女
性起業家も含めた人材育成、金融対策な
ど総合的な対応が必要となる。

新たな産業づくりに向
けた各施策の実現プロ
セスが明示されていな
い。施策間の関係性を
担保し、総体として推
進母体の充実や起業化
支援に向けた具体的プ
ログラムを検討する必
要がある。

新たな産業づくりの促
進

やや課題あり
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第２項　持続し発展する農業の振興

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

新たな担い手の育
成、支援

産業振興 87.5

新たな担い手の育成する上で、地域内に
おける合意形成が必要不可欠であるた
め、「人・農地プラン」のよりよい検討
のため情報提供や検討のお手伝い等、年
間を通して積極的支援を行った。
----------------------------------
「人・農地プラン」の作成は将来の地域
営農にとって欠かせないが取組みだが、
農地の計画カバー率が７０％を超えた今
日にあっても、今後とも行政からの強制
力ではない、地域合意の形成に最大限努
力する。

87.5

新規就農者支援事業や利子助成等により
新規農業者の農業環境を改善する取り組
みが進められたが、「人・農地プラン」
との連動など更なる誘導策が求められて
いる。

----------------------------------
更なる育成、支援に向け、新規就農者の
ニーズを的確にとらえるとともに、
「人・農地プラン」と連動した集落営農
体制の中での位置づけも見据えて施策展
開を図る必要がある。

経営形態に合せた
担い手の育成

産業振興 87.5

経営形態によって、育成や支援策は異
なってくるが、「認定農業者の会」など
との意見交換や研修等を通して、行政需
要の把握に努めてきた。
----------------------------------
認定農業者は１８年以降減少傾向にあ
る。このことは農政リンクすることが多
く、２６年度からの農政転換により支援
対象要件に定義付けられたことから申請
増が見込まれる。実態と政策性が発揮で
きるよう審査要件を整える。

87.5

多様な担い手に対する経営改善支援等を
行い、担い手の育成に向け概ね計画的に
進められている。

----------------------------------
地域農業の維持発展に向け、認定農業者
等中核的担い手に対する支援はもとよ
り、高齢者や兼業農家等に対する具体的
誘導策についても明示していく必要があ
る。

支援体制の充実

産業振興 87.5

多様な担い手を支援するため、山形県、
農業委員会やＪＡとの連携度を高めて体
制を整えてきた。資金面でも町単独施策
を準備し、担い手を支援した。
----------------------------------
２６年度から新規就農者の認定が県から
町に移管されることから、より身近な行
政機関としてこれまで以上に血の通った
指導体制の構築を目指す。

87.5

各種制度資金の融資による支援は農業経
営の根幹を成すものであり、長堀堰農業
賞による顕彰も含めて農業者の支援体制
が講ぜられた。
----------------------------------
各種制度資金の融資による支援体制や農
業者の優れた取り組みに対して顕彰して
いく制度を今後とも充実するとともに、
組織としての支援体制についても連携強
化していく必要がある。

産学公連携による支援
拠点づくりの促進

概ね順調 産学公が連携して目指
す将来モデルを明確化
する必要がある。６次
産業化に向けた取り組
み等、意見交換や事業
参画による置賜農業高
等学校との更なる連携
を強化する必要があ
る。

置賜農業高等学校
との連携強化と機
能充実の促進

産業振興 87.5

農業高校としての関係性だけではなく、
観光分野等においても年間を通じて連携
を図ってきた。特に２５年度は高校から
の提言を受け紅大豆イベントで協働し
た。また、高校の協力を得て実習施設で
の講習会も実施した。
----------------------------------
これまでの個別事項単位での連携から、
２６年度からは総合的な協定締結による
強固な関係を構築すべく合意した。
今後、「川西町」と「農業」の共通性を
軸としながらも、ジャンルに拘らないよ
り強い関係を築いていく。

81.3

農業分野や観光等個別ケースでも協力関
係が積み重ねられ、具体的な事業を通し
て相互の信頼関係が築かれてきた。今後
も一層の進展を期待したい。

----------------------------------
産学公による将来の姿を明確化し、置
農、行政双方の一体的な関係性の構築に
向け、意見の交換や事業参画等次のス
テップへの取り組みを展開することが望
まれる。

多様な担い手の育成 概ね順調 取り組み内容として一
層の進展が図られるよ
う新規就農や地域農業
の維持発展に向け、
ニーズを的確にとら
え、多様な担い手育成
のプログラムを一層充
実していく必要があ
る。
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地域営農組織の育
成、法人化の推進

産業振興 81.3

２５年度においても、「人・農地プラ
ン」の推進については地域の自主性を重
んじた姿勢を通してきた結果、計画策定
エリアの農地カバー率が７０％を超し
た。
----------------------------------
必要不可欠な「人・農地プラン」の作成
が進んできたが、プランの変更も含めて
今後とも変わらない姿勢で臨みたい。
法人化については、集落営農の推進の中
で啓蒙を図る。

81.3

「人・農地プラン」に基づく地域協議、
積極的支援策の展開がなされたが、今後
とも取り組みの加速化に向けて一層の進
展が求められる。
----------------------------------
地域営農組織の育成支援を進めるととも
に、農村・農業の課題解決に向けた集団
となるよう、「人・農地プラン」の進展
が今後とも必要であり、その中で法人化
についても推進されることを期待した
い。

農地の集積化

農地 87.5

農地利用集積円滑化団体による事業実施
が進まない。

----------------------------------
農地中間管理機構の事業による。 81.3

農地情報システムの利用により、農地の
集積・貸借の促進を図るとともに、耕作
放棄地の防止に向け、地域における保全
活動を実施している。進捗状況からみ
て、今後一層の進展が望まれる。
----------------------------------
農地の集積化に向け、農地流動化の把握
や効率的農用地の活用に向けたシステム
の運用を図るとともに、集落営農組織活
動や農業委員活動を継続的に進めていく
必要がある。平成２６年度からは、農地
中間管理機構の事業として進められる。

環境保全型農業の
推進

産業振興 93.8

政策支援の変更に伴いメリット感の差異
の生じることがあり、実績値が左右され
ることは遺憾だが経済活動としては致し
方ない面もある。
----------------------------------
新たな具体的な支援は講じていないが、
農業を営む者として環境保全面に配慮し
た農業経営を通じて販売メリットにつな
げられるよう啓蒙を図る。

農地 93.8

堆肥センター運営は順調に推移している
が、以前より課題の乳用牛の堆肥搬入が
少ない。
----------------------------------
酪農家の協力と堆肥運搬車の整備

付加価値の高い売
れる米づくりの推
進

産業振興 87.5

環境保全型農業による付加価値を持った
高い米づくりを推進してきたが、農家の
慣行栽培需要が高く、施策の方向性に合
致しない状況にある。一方で意欲ある若
手米づくりグループの活動が一定の成果
を上げてきている。
---------------------------------
付加価値の高い高い米づくりは町内全域
で実践することは困難な面もあるが、意
欲ある若手を中心とした取組みの支援を
強化したい。

87.5

ほぼ一定の進捗が図られているが、市場
性を考慮した売れる米づくりに向けた事
業の充実が今後一層求められる。

----------------------------------
高付加価値化、販売促進に向けた具体的
戦略を明確化し、施策の実効性を高める
必要がある。

地域営農組織の育成支
援を進めるとともに、
「人・農地プラン」の
推進等により、地域営
農システムの確立に向
けた具体的取り組みの
一層の進展が望まれ
る。

概ね順調地域営農システムの確
立

消費者ニーズとして低農薬、特別栽培の
生産物の需要が高いことから、生産者と
しても市場価値を高めるため、エコ
ファーマー等の育成に心がけるととも
に、耕畜連携の立場から堆肥センターの
活用を図った。
----------------------------------
環境保全型農業の推進は、市場に対する
付加価値を生み、競争力の高い水田農業
を実現させる要である。堆肥センターの
活用やエコファーマーの育成支援も含め
て今後とも進展させる必要がある。

87.5

競争力の高い水田農業
の確立

概ね順調 今後の水田農業の生き
残りをかけて「川西の
米」をブランド化する
ため、環境保全型農業
の推進と併せ、高付加
価値化を前提とした販
売戦略を確立するな
ど、一層の取り組み強
化が必要である。
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戦略的作物による
産地づくりの推進

産業振興 87.5

園芸分野の作物ごとの状況把握等によ
り、課題検討及び更なる支援の検討を
行った。ダリヤ及びアスパラガスでは市
場対策も含めた産地化推進を図った。ま
た、こうずくプロジェクトでは関係機関
とともに組織支援も含め総合的に推進し
た。
----------------------------------
作目毎の生産状況や組織の意欲、意向の
把握に基づき産地交付金の単価見直しを
図ったが、同時に新たな戦略性のある支
援事業も取り組む。また、６次産業化に
おいても、戦略性のある具体的作目の選
定と支援により産地化を目指す。

87.5

水稲と戦略作物の複合化は、農業経営の
安定化を図る上で基本となるものであ
り、産地形成に向け、一定の進展が図ら
れた。

----------------------------------
地域特性と市場ニーズを精査し、戦略的
作物の選定による経営改善を進め、高収
益型農業の推進が図られるよう、産地形
成に向けた取り組みを強化する必要があ
る。

畜産の振興

産業振興 93.8

町有牛制度をはじめ本町農業の核となる
産業である畜産を力強く支援してきた。
原発事故の風評被害による枝肉の価格低
迷は以前の状況にほぼ戻った。
また、全国的な子牛価格の上昇により子
牛市場は活況を呈している。
----------------------------------
２６年１２月の枝肉市場から米沢牛の定
義が雌牛に限定されることとなり、今後
の枝肉相場の推移が本町の畜産環境に影
響を生じかねない状況にある。状況の変
化をしっかり見極め、遅滞なく対応する
準備を整えておく。

87.5

町有牛貸付管理事業や導入資金管理事業
等特色ある事業展開を継続的に進めてお
り、堆肥センター支援と相まって進展が
図られるている。
----------------------------------
米沢牛の主産地形成に向けた取り組みを
進展させるとともに、堆肥を通して耕畜
連携による有機農業サイクルを回してい
く仕組みを発展させる必要がある。玉庭
放牧場の新たな取り組みについても検証
しながら進める必要がある。

農地 93.8

堆肥センター運営は順調に進行してお
り、大規模な畜産経営を行うのに寄与し
ている。また、製品の売れ行きも順調で
あり、要望に応じきれない状況もある。
----------------------------------
堆肥搬入量の増加

林産物の振興

農地 100.0

消費税アップ効果もあり当初予定した件
数をオーバーし補正対応した。山林所有
者、建築業者、製材所、建築者の事業に
対する評価は高い。
----------------------------------
事業の継続 87.5

置賜木材の利用向上に向た地材地住奨励
助成事業は、林業者にとっても、住宅改
修者にとってもニーズが高く、一定の成
果を上げている。
----------------------------------
林産物の販路拡大に向け、地材地住奨励
助成事業等の取り組みを強化するととも
に、それ以外の事業の設定についても検
討し、森林資源の付加価値化を進める必
要がある。

高収益型周年農業の推
進

地域特性と市場ニ－ズ
を十分に把握した上で
戦略的作物の展開を図
るとともに、耕畜連携
による有機農業サイク
ルの循環を構築し、品
質や生産量等が確保で
きる産地形成をより一
層進める必要がある。

概ね順調
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信頼をつくる生産流通
体制の確立

概ね順調 食の安全からの視点は
もとより、食と健康の
面からも放射能対策も
含め、流通体制での生
産物全般にわたるトレ
－サビリティシステム
の確立が信頼性を確保
することにつながる。

食の安全の確立

産業振興 81.3

エコ・ファーマーの認定、交付金事務を
適正にこなした。
また、原発の放射能物質検査助成では２
件３検体を実施、検査器具による簡易検
査では、こまつ市など直売関係者を中心
に１０件の活用があった。
----------------------------------
これまで以上に、本町の食の安全が消費
者に受け入れて貰えるよう、エコ・
ファーマーの認定者や多くの直売関係者
の放射能検査の増加となるよう積極的に
働き掛ける必要がある。

87.5

食の安全に対するエコファーマーの認定
等各種事業展開、放射能検査等消費者の
信頼確保に向けた取り組みが進められ
た。

----------------------------------
生産段階での食の安全性をアピールする
ため、生産物全般にわたるトレーサビリ
ティの確立を図り、放射能対策も含め、
消費者の信頼確保に向けた取り組みを進
めていく必要がある。

食農教育の推進

健康福祉 87.5

　食育推進計画策定委員会を立ち上げ、
計画を策定することができた。幅広い有
識者からたくさんのご意見をいただき有
意義な委員会だった。
----------------------------------
　食農教育の推進であり、事務局が健康
福祉課だけでは事業推進に偏りが生じ
る。産業振興課、教育委員会総務課を含
む事務局体制が必要。

教育総務 87.5

　各学校で、給食において栄誉教諭と調
理師が工夫を凝らし、食事の重要性と安
全性、体力向上との関連について指導し
ている。給食だよりを発行し保護者の理
解と関心を高めている。
----------------------------------
　家庭科の授業で児童生徒への指導を充
実させたり、町民による伝統的料理、調
理法を学ばせるといった取り組みを学
校、地域との連携で充実させる。

生産基盤の整備

農地 81.3

基盤整備事業の事業主体は県であり、町
の意向より農業者、土地改良区の意見が
多く取り上げられている。他の事業は、
計画に沿って概ね順調に進められてい
る。
----------------------------------
ほとんどが国・県主体の事業である。 87.5

圃場整備等生産基盤の整備は、今後の営
農活動の基本となるものであり、計画的
に進められているが、経営体や個々の生
産者、土地改良区、町行政と連携して進
めていく必要がある。
----------------------------------
生産基盤の整備は、将来を見越した農業
経営のための資本となるよう、十分に調
整したうえで実施して行く必要がある。
現在の取り組みは受益者の意向、生産シ
ステムの改善に資するものとなってい
る。

主体的な維持管理
活動の推進

農地 100.0

中山間地域の急傾斜地について、耕作放
棄地にならないよう制度活用した共同作
業の実施。農地・水保全管理支払いを活
用した農村環境保全活動。
----------------------------------
日本型直接支払制度への移行及び中山間
直接支払い制度の継続実施。

87.5

中山間地域等直接払制度による農地保
全、農地・水保全管理支払いを活用した
農村環境保全活動等集落形成と相まって
一定の成果を上げることができた。
----------------------------------
地域の共同活動による農村環境の維持・
保全及び資源保全活動は重要な課題であ
り、集落コミュニティの強化にもつなが
る実践が継続的に進められている。

食生活、食文化を通じ
た豊かな生活の推進

概ね順調

概ね順調

食生活、食文化の推進
にあたっては、学校現
場のみならず、多様な
機会･機関を通じ、産
業、健康、教育の連携
による全町的な食育・
食農教育の推進が必要
であり、食育推進計画
に基づく実践活動が大
切である。

農村環境、生産基盤の
整備と保全

社会情勢の変化に伴う
施策の検証を進め、生
産基盤の整備に向けた
計画的な事業の推進と
地域の共同活動等によ
る農村環境の維持管理
体制の構築を目指す必
要がある。

食育推進計画を策定し、事業の総合化、
明確化に向けた取り組みが進められた。
また、給食現場における「食」の大切さ
や地産地消の取り組みが行われた。ま
た、農産物の生産体験も進められた。
----------------------------------
食育推進計画による具体的事業展開を図
り、健康・教育・産業の総合的な側面か
ら、食文化の再発見・付加価値化を図る
必要がある。そのためにも、学校・地
域・行政が一体となった取り組みが求め
られる。

87.5
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森林保全、緑化推
進

産業振興 81.3

玉庭、東沢地区を中心に、猿及び熊によ
る食害が増加しており、被害対策本部に
おいて両地区も構成員として加入いただ
いた。
事業では電気柵の設置補助や外部講師を
招聘し研修会を実施し、地域等における
日常対策について学んだ。
----------------------------------
最近、猿熊以外に鹿、猪が町内に出没し
始めている。県外では鹿、猪は猿熊とは
比べ物にならない被害発生が報じられて
おり、今後、出没状況の確認、情報収集
は鹿、猪にも拡大しなければならない。
また、日常対策の啓蒙による未然防止に
も努める必要がある。

農地 100.0

町有林経営計画協議会による町有林管理
事業計画に添った事業及び各種補助制度
を有効活用した事業実施。猟友会員の減
少に歯止めをかけるとともに有害鳥獣に
よる人的被害防止のため熊１頭駆除。
----------------------------------
町有林経営計画協議会による事業計画や
猟友会への支援継続を行う。

森林の保全と緑化の推
進

概ね順調 森林の持つ多面的な機
能の活用や緑化推進の
ための具体的プログラ
ムの実行がより一層求
められる。

87.5

国土保全、水源涵養、環境問題、鳥獣被
害等の観点から、各種事業を展開し、一
定の成果を収めた。
----------------------------------
ナラ枯れ、松くい虫の被害防止、町有林
の管理等を進めるとともに、森林の持つ
多面的機能の保全・利活用について、ソ
フト事業の展開も含めて検討していく必
要がある。また、鳥獣被害対策について
も一層の進展が望まれる。
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第3項　賑わいのある商業の振興

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

後継者、人材の育
成支援

産業振興 68.8

２４年度、２５年度の２年間、厚労省の
地域雇用創造推進事業に取組み人材育成
とし一定の効果だった。
但し、県、南陽市及び高畠町との共同事
業のメニューとして年度限定の取組みで
あった。
----------------------------------
人材育成策では優良従業員表彰制度のみ
であり、施策としては弱い面がある。
今後、町単独で厚労省事業への取組みを
検討するとともに、商工業経営近代化基
金の活用策として表彰制度設立の検討を
したい。

75.0

商業者の後継者、人材育成支援は、現下
の既存商業の低迷状況から、必須の状況
にあるが、既存事業については一定の進
捗をみているものの、十分な実施状況と
は言えない結果となっている。

---------------------------------
人材育成支援の取り組みがきめ細かな事
業展開による対応とまでは至っておら
ず、一歩踏み込んだ施策展開となるよう
検討する必要がある。

組織づくり支援

産業振興 93.8

商工業関係者の中心的な役割を担ってお
り、組織活動、経営指導のほか、各種関
連団体の事務局機能を果たしている。
これらの活動の支援は重要である。
----------------------------------
廃業等以外の退会事例が見受けられるこ
とは、組織強化面で課題と捉える必要が
あり、課題解決のための方策協議に応じ
ていくことが必要と考える。

81.3

総体的な事業支援について、一定の進捗
を図っている状況であり、踏み込んだ事
業対応とまでは言えない状況にある。

----------------------------------
商業振興のための組織機能の強化に向け
た具体的な施策展開が求められる。

商業経営への指導支援 概ね順調 施策効果、有効性の面
から、一定の検証を行
い、商業経営への指導
支援策として具体的プ
ログラムの実施が必要
である。

経営指導の強化

産業振興 93.8

経営指導は商工会の緋本的役割のひとつ
であるが、当該事業を側面支援すること
は、施策の要請に適っている。
近年、６次産業化に取組む中で、商工会
の指導等を期待して農業関係者の商工会
加入例が見られる。
----------------------------------
６次産業化の取組みでは金融等での担保
や経営面での指導は必要不可欠であり、
今後とも、これらのニーズに応える上で
も、側面支援を継続したい。支援の適正
額については、活動状況及び効果面での
評価判断をする必要がある。

81.3

経営指導の強化に向け、商工会運営支援
を行っており、一定の成果が得られてい
るが、十分とは言えない状況にある。

----------------------------------
商工会運営支援による指導強化という間
接的な対応にとどまっており、施策効果
の検証が必要である。

憩いの広場づくり
支援

産業振興 81.3

表参道及び五日町商店街による「商店街
キラキラ計画」が実施されたり、産業
フェア等の各種イベントへの積極的協力
もあり賑いづくりに一歩近づいた。
また、中心市街地活性化検討委員会が年
度末に漸くスタートした。
----------------------------------
中心市街地活性化検討委員会において、
ハード・ソフト両面での検討を図り、今
後の施策に活かせるよう、検討を活発化
させたい。

81.3

商店街キラキラ計画や駅前通りの歩行者
天国等具体的な取り組みが進められてお
り、活性化に向けた芽出し作業が民間を
中心に行われた。
----------------------------------
中心市街地形成に向け、賑わいの街づく
りや憩いの広場づくりを進めるため、中
心市街地活性化検討委員会において官民
一体となって活性化方策を議論し、新た
たな構想を構築する必要がある。

人材育成と組織づくり
支援

やや課題あり

中心市街地の賑わいづ
くり支援

やや課題あり

経営後継者等の育成と
組織づくりに向けた体
系的かつ総合的な施策
を担保する具体的事業
プグラムの構築が求め
られる。

中心市街地活性化検討
委員会の議論を前提と
して、民間を巻き込ん
だ具体的な取り組みを
一層進め、事業の更な
る波及効果を助長する
工夫、継続的な展開が
望まれる。
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きれいな街づくり
支援

産業振興 87.5

25年度は国の採択を得て街路灯９９基の
整備が図られた。町でも国との事務的交
渉や財政的支援等において事業の推進を
果たすことができた。
関係者相互の協働により成果得られたこ
とそのものが最大の成果である。
----------------------------------
きれいな街づくりは、単に行政主導の財
政負担や特定少数に固定化した取組みで
は限界がある。
２５年度の実績と自信を今後の街づくり
に繋げられるように関係者との連携をよ
り密にしていく。

81.3

きれいな街づくりや景観形成に向けて、
街路灯の整備がなされ一定の成果を上げ
た。また、花いっぱい運動の展開による
美化活動も継続実施された。

----------------------------------
中心市街地活性化検討委員会の議論を受
け、街並み再生や景観づくり等、関係団
体と調整しながら、総合的な街づくりと
なるよう具体的事業構築が求められる。

商品開発への支援

産業振興 93.8

２５年度から商工関係の取組みについて
も６次産業化に一本化して支援した。ま
た、支援は事業補助金ばかりではなく、
商品開発やパッケージデザインに至るま
でアドバイザー派遣により支援を行っ
た。
----------------------------------
今後とも、商品開発にあっては確実な成
果となるようハードとソフト両面からの
支援を行いたい。
また、物産販売等の拠点整備についても
早期の具現化を期したい。

87.5

６次産業化の一環として、商品開発への
支援取り組みを強化し一定の成果を得る
ことができた。

----------------------------------
商品開発は、農商工連携を基軸として推
進することにより大きな成果を得ること
ができるものであり、６次産業化の視点
から、今後一層進展するよう支援強化を
図る必要がある。

地場産品の販路拡
大

産業振興 87.5

イベントではこまつ市にテスト参加の機
会を設け、参加拡大に努めた。また、商
談会等に積極参加し、一部高評価を得た
ものもあった。現時点で評価を得られた
のは加工品より素材としての農産品の方
であった。
----------------------------------
今後とも地場産品に光が当たるよう、積
極的に販路拡大策を講じていく。各種イ
ベントへの積極的参加を支援するととも
に商談会等は実取引に直結しており極め
て有効な手段であることから、単独での
現地見学会及び商談会の開催を充実して
いく。

87.5

こまつ市の取り組みや県外市場での出店
等地場産品の販路拡大に向けた取り組み
を実践し、知名度アップに向けた展開を
図ることができた。今後とも具体的実践
活動を積み上げ、商品のブランド化を図
り、市場開拓を進める必要がある。
----------------------------------
販路拡大に向けた市場分析や手法の検
討、実践事例の積み上げを行うほか、拠
点施設の具現化に向けた基本設計の実
施、運営母体の設立に向けた取り組みを
具体的に進める必要がある。

中心市街地の賑わいづ
くり支援

やや課題あり

地場産品の活用 概ね順調

中心市街地活性化検討
委員会の議論を前提と
して、民間を巻き込ん
だ具体的な取り組みを
一層進め、事業の更な
る波及効果を助長する
工夫、継続的な展開が
望まれる。

６次産業化推進計画に
基づき、商品開発や販
路拡大に向けた取り組
みの体系的な推進を図
るとともに、拠点施設
整備の具体化を着実に
推進する必要がある。
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第４項　ものづくりを育む工業の振興

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

誘致促進に向けた
環境づくり

産業振興 75.0

企業誘致は厳しい現状にあるが、既存町
内企業の訪問を通じて情報収集や意見交
換により規模拡張等に向けた環境づくり
に努めた。これらの流れの中で一部問い
合わせ等もあったが前進に至らなかっ
た。
----------------------------------
企業訪問の取組みを強化するとともに、
園芸振興や６次産業化推進に伴う食品加
工分野の企業立地の必要性を感じてお
り、農業分野からもこれらの環境づくり
を進めたい。
また、企業立地促進法による県の基本計
画見直しに合わせ、新たな企業誘致に臨
みたい。

75.0

企業訪問や情報収集、意見交換等を通
じ、本町にあった企業誘致の環境づくり
に努める必要がある。

----------------------------------
既存企業の将来にわたる動向を把握する
とともに、６次産業化の進展に伴う食品
加工等の企業立地についても研究を進め
ていく必要がある。

融資、奨励金等の
支援

産業振興 87.5

山形県と協調して先導的な町内企業融資
（産業立地促進資金制度）に基づく融資
相当額の原資を金融機関に貸し付けた。
対象企業は何れも誘致企業の２社であっ
た。
----------------------------------
今後とも制度に適った取組みに対し支援
を継続していくとともに、設置していな
い奨励金制度については検討を進める。

87.5

企業の安定化に向け、制度資金の活用は
必要不可欠であり、一定の成果を得るこ
とができた。
----------------------------------
支援制度の在り方を検証し、さらに効果
的な制度となるよう研究するとともに、
継続性のある支援となるよう心がける必
要がある。

企業間の交流促進

産業振興 87.5

企業訪問における情報交換や要望聴取と
ともに町の各種イベント等への参加要請
等を行った。その結果、産業フェアでの
工業展に昨年度の２社を大きく上回る８
社の参加を得ることができた。また、そ
の際に参加企業間での交流も生まれた。
----------------------------------
２６年度では、２５年度の工業展参加企
業からの要望を受け、より情報交換や企
業間交流を図れる対応強化を予定してい
る。
また、新たな参加も呼びかけながら企業
間の交流活発化の起点としたい。

87.5

企業訪問による情報交換や産業フェアに
おける工業展等交流促進に向けた取り組
みの一助としての芽出しが行われた。

----------------------------------
産業フェアの充実とともに、異業種によ
る企業間の交流が図られるよう更なる研
究・検討が必要である。

各種制度を活用し
た経営支援

産業振興 93.8

中小企業の経営安定支援策として２５年
度では、２つの利子補給制度により新規
２５件の補給を行った。（継続を含むと
１５９件）
----------------------------------
制度の周知を図りながら中小企業の継続
的支援に努めるとともに、その他のニー
ズ把握に努めたい。

93.8

制度資金の活用による経営支援を継続的
に行った。

----------------------------------
経営支援に向けた制度資金について、一
層の周知を図るとともに、金融対策とし
て継続展開が行われるよう更なる検証が
が必要である。

産業フェアの充実等、
施策に対する手法の強
化を図ることにより、
さらに有効性を担保で
きる取り組みになるよ
う心がける必要があ
る。

企業誘致の推進

企業の経営安定の支援 概ね順調

やや課題あり 誘致企業に向けた対象
分野を絞り込むととも
に、現下の工業団地等
の再活用策を明確化し
具体的誘導策を打つ必
要がある。
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起業、開発支援

産業振興 87.5

基準等が厳しいため、他制度では活用で
きない取組みを町単独制度により支援し
てきた。申請件数は２件に留まった。
----------------------------------
支援枠には余裕があるので、本制度の周
知と実践の啓もうに努める。

81.3

創業関連支援として、利子補給制度によ
る支援を行った。
----------------------------------
制度活用に対する需要が少ないことか
ら、本制度の周知を図るとともに、制度
設計の再精査を行い利活用に向けた取り
組みを進展させる必要がある。

多様な就労活動へ
の支援

産業振興 100.0

シルバー人材センターは豊富な経験と技
術提供と就労の場の確保をマッチングさ
せた手法として得難いシステムといえ
る。
町の各種事務事業において、法人支援と
ともに積極的な多くの雇用委託を図っ
た。
----------------------------------
団塊の世代が加入対象年齢に達したが、
そのことに比例した会員増に繋がってい
ない。また、受託件数においても同様の
傾向にあることから、会員の増加策や受
託件数の増加に繋がるための研究や対策
検討が必要である。

87.5

シルバー人材センターの活動は活発に行
われており、高齢者の就労活動の場とし
て有効に行われている。

----------------------------------
多様な就労活動への支援の立場から考え
ると、より広い層を対象とした事業展開
についても具体化を図る必要がある。

雇用活動に対する
相談支援

産業振興 100.0

毎週火曜日ハローワークの求人情報を役
場窓口に配置した。
また、雇用創造推進協議会において、毎
週金曜日に就職巡回相談事業を実施し
た。
----------------------------------
雇用創造協議会による事業は２５年度で
終了した。２６年度以降は、通常のハ
ローワークの求人情報及び直接ハロー
ワークでの相談だけとなるため、本町単
独での雇用創造事業実施について検討し
相談体制を強化する必要がある。

93.8

通常のハローワークによる情報提供のほ
か、地域雇用創造推進協議会による就業
サポート巡回相談等継続実施を進めた。

----------------------------------
積極的な各種事業の実施により、雇用対
策が進められたが、今後、地域雇用創造
推進協議会がなくなるため、新たな雇用
支援に対する取り組みが必要となる。

勤労者の福祉向上
支援

産業振興 87.5

町労働福祉協議会は設立当初に比較する
と、国の支援もなくなり町単独の定額補
助となり若干弱体化が懸念されるが、中
小企業で働く者にとっては貴重な福祉の
場であり、関係者の継続的な努力により
勤労者の福祉向上が図られている。
----------------------------------
参加者の固定化と前年度の踏襲傾向がみ
られることから、協議会の活性化を図る
必要がある。具体的な実施内容について
協力支援をし、町内勤労者の福祉向上を
図りたい。

81.3

勤労者への融資や福利厚生支援は、勤労
者のニーズに応えるものであり、一定の
成果を得ることができた。

----------------------------------
勤労者の生活安定に向けた制度資金の活
用、福利厚生の支援による福利向上は今
後とも継続的に取り組む施策である。

広域的な雇用対策の推
進はもとより、中小企
業支援対策も合わせて
施策の充実を図り、実
効性を担保していく必
要がある。

雇用対策活動の支援 概ね順調

起業支援 概ね順調 起業支援に向け施策の
有効性を補うため、施
策内容の検証を行い一
層の充実を図る必要が
ある。
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第５項　資源活かした観光の振興

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

ダリヤ栽培管理体
制の充実

産業振興 93.8

９月までは順調な生育で、秋田・鷲澤氏
から高評価を得たが、１０月は天候不順
で生育状況が低下し、管理努力にも拘わ
らず最終的には入園者が前年度を７千人
下回る結果だった。 努力が実らず残念な
シーズンとなった。
----------------------------------
ダリヤ栽培は、耕運、植栽、棚設置、水
遣、剪定、摘花、掘上、洗浄、分球、冬
越しなどの作業がある。これまでは１０
名前後のスタッフが４月から１２月まで
９カ月で実施してきたが、２６年度は１
月までの１０カ月とし、より充実した栽
培体制とする。

87.5

ダリヤの品質向上に向け、栽培管理体制
の継続的な取り組みが行われ、一定の成
果を得ることができた。

----------------------------------
栽培管理体制の一層の強化を図り、今ま
で以上の生花となるよう取り組みを進展
させる必要がある。

ダリヤの普及促進

産業振興 87.5

町内では委託による公共施設植栽や球根
の学校支給、春の球根販売時の栽培講習
会等を実施した。また、山銀本店、米沢
信金本店でのダリヤ展開催、テレビ局展
示や県庁各階へのプレゼントなどにより
普及に努めた。
----------------------------------
ダリヤの町内普及とともに、近年ダリヤ
人気が高まっており、この機会をとらえ
て町外の支持を得ることにより、町内機
運を高めることにより、ダリヤに満ちた
町に繋げたい。

87.5

ダリヤの高付加価値化、ブランド化を図
り、ダリヤの普及促進活動を各所、各機
会を通して行った。

----------------------------------
ダリヤの普及促進に向け、今後一層魅力
アップを図り、きめ細かな栽培指導やイ
ベント、各所での展示等、周知活動を一
層展開する必要がある。また、ダリヤ生
産者との連携も大切な視点である。

ダリヤの産業化の
促進

産業振興 87.5

ダリヤ園の歴史に比して出荷の歴史は浅
い。当初は高い市場性を誇ったが近年は
他産地に押される傾向。しかし、町の花
ダリヤは産業面でも推進するため園芸協
議会を中心に市場調査や研修会を実施
し、復活を期し計画を練ってきた。
----------------------------------
今後、川西産ダリヤの市場性回復のた
め、関係者が一丸となって１億円出荷を
目指し戦略的に対策を講ずることとし、
「ダリヤのトップランナー育成プロジェ
クト事業」に取り組む。
ダリヤの最後の挑戦である覚悟で臨む。

81.3

市場調査や研修会を実施し、ダリヤ栽培
の品質向上に向けた取り組みを進め、付
加価値の高い商品のなるよう今後とも心
がける必要がある。

----------------------------------
産業化の促進に向けて、他産地との競争
を勝ち抜く市場性の高いダリヤの栽培に
心がけ、ブランド力を高めるとともに、
関係機関との連携を深め、商品開発に取
り組む必要がある。

ダリヤの高付加価値化
とブランド力の向上

ダリヤの高付加価値化
とブランド化に向け、
ダリヤの普及及び産業
化の成果を高めるため
にも、町民、関係機
関、企業と連携した取
り組みを一層進展させ
る必要がある。

概ね順調

13



ふれあいの丘の充
実

産業振興 87.5

置賜公園は時間を要したが整備全体が完
成したた。ハーブガーデンはフェア期間
を中心に来園者が増加している。ダリヤ
園では障害者用駐車場の整備等により施
設入所者が大幅に増加した。浴浴セン
ターは大規模改修に向け設計を実施し
た。
----------------------------------
置賜公園、ハーブガーデン、ダリヤ園、
浴浴センターとふれあいの丘整備構想の
多くを担っているが、計画沿った整備を
推進し、今後とも町民及び観光客のニー
ズを的確にとらえた対応を図りたい。

まちづくり 93.8

地域資源の活用と交流促進の拠点とし
て、ふれあいの丘整備の一環で取り組む
さくらのまちづくりやパークゴルフ場整
備は、本町の更なる魅力づくりに大いに
資するものである。
----------------------------------
ふれあいの丘整備構想で計画されている
各種事業の連携による相乗効果発現を目
指す。

企画財政 93.8

短期アクションプランの具現化に向け、
パークゴルフ場の検討、置賜公園の整
備、ダリヤ園の整備、浴浴センターの大
規模改修に向けた実施設計等各ゾーンで
の取り組みが進められた。
----------------------------------
ふれあいの丘全体の整備が計画的に進め
られるよう全体的な進行管理を進め、総
体としての魅力づくりに資するよう心が
ける必要がある。

地域資源のネット
ワーク化と活用

産業振興 87.5

地域資源に光を当て、観光協会事業も加
え、やまがた花回廊への参画、花ウォー
ク、ハーブガーデン等の開催や玉庭ひな
めぐり支援など発掘と活用に努めた。
----------------------------------
地域資源をデータベース化しながら、シ
ンポジウムやワークショップの開催など
により、その価値の再検証を行う必要が
ある。

87.5

地域資源のネットワーク化は、町全体を
観光資源化することであり、地域各所の
資源に光を当て、活用イベントを設定し
ながら、一定の成果を上げることができ
た。
----------------------------------
ダリヤ園周辺のふれあいの丘、下小松古
墳群周辺の古代ロマンの丘、フレンド
リープラザ周辺のであいの丘や全町に点
在する農村資源など地域資源の掘り起こ
しとネットワーク化を今後とも強力に推
進する必要がある。

グリーンツーリズ
ムの推進

産業振興 75.0

これまでの中学校の受入については２件
実施したが、現状維持に終始している。
この状況を打破する意味で、受入協議会
において社会人の研修受入を想定した農
水省の農都交流事業に取り組んだ。
----------------------------------
受入協議会を通して中学校受入の継続及
び農都交流事業の２年目に取組むが、今
後のグリーンツーリズム活性化に向け、
よりフレキシブルな体制にする必要性が
あるので、早期改善に取組む。

75.0

グリーンツーリズムを切り口とした取り
組みとして中学生対象の教育旅行による
農村体験・民泊や大人を対象とした農都
交流事業を展開した。

----------------------------------
地域資源の付加価値化によるビジネス化
の発展プロセスを明確化し、交流・滞在
型のグリーンツーリズムの取り組みと連
動した農都交流等事業展開を一層充実さ
せる必要がある。

地域資源の活用と交流
の促進

概ね順調 中核となるふれあいの
丘の整備に向けた取り
組みが進められている
一方、全町的な立場か
ら地域資源の活用と交
流視点から、各施策の
取り組みを総合的視点
に立って再認識し、推
進していく必要があ
る。

短期アクションプランの具現化に向け、
パークゴルフ場の検討、置賜公園の整
備、ダリヤ園の整備、浴浴センターの大
規模改修に向けた実施設計等各ゾーンで
の取り組みが進められた。パークゴルフ
場の進捗については、若干遅れ気味であ
る。
----------------------------------
ふれあいの丘全体の整備が計画的に進め
られるよう全体的な進行管理を進め、総
体としての魅力づくりに資するよう心が
ける必要がある。

87.5
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広域観光の推進

産業振興 87.5

やまがた観光キャンペーン推進協議会や
おいたま観光協議会の一員としてプレＤ
Ｃや花回廊キャンペーンに取り組んでき
たが、広域でのテーマや企画が弱い。
しかし、期間設定により回遊型の観光め
ぐり客を迎えることができた。
----------------------------------
ＤＣ本番であることから、迎え入れに万
全を期するとともに、提案内容が商品化
されなかった企画についても単独実施を
検討実施したい。
今後は、広域観光の実施に当たっては、
ポスターやのぼり旗に留まらない、統一
企画の検討と実施につながるよう提案し
たい。

87.5

プレＤＣの取り組みや広域観光の設定に
より、回遊型の観光客の誘客活動を展開
することができた。

----------------------------------
ＤＣ本番にあたり、広域連携を図りつ
つ、本町地域資源の素晴らしさをアピー
ルする企画立案の取り組みが一層必要で
ある。また、将来にわたり継続的な広域
観光の企画提案を提示していく必要があ
る。

情報発信、イベン
トの充実

産業振興 87.5

マスコミへの情報提供に努め、媒体の露
出度を高めた。また、観光協会ＨＰの
他、課内のＨＰ、ブログ、フェイスブッ
クを多用した。また、かわにしマル
シェ、地酒と黒べこまつり、産業フェア
等でパワーアップした。
----------------------------------
有効な情報発信の手法は年々進化してお
り、従来の手法に捉われずに対応する必
要がある。イベントの充実を図るため、
毎回開催後に実の伴う検証を図り、前年
度を上回る参加者獲得に向けて対応す
る。

87.5

既存媒体はもとより、電子媒体による情
報の発信に取り組むとともに、既存イベ
ントも含め、内容の再構築を図り、誘客
に結びつく事業内容として充実させた。

----------------------------------
今後とも各種事業の検証による再構築を
行い、魅力あるイベントとなるよう一層
の事業強化が求められる。また、情報発
信についても、更新性の高いアピール効
果のあるものとなるよう心がける必要が
ある。

推進体制の充実

産業振興 75.0

観光協会は２５年度に新体制となりス
タートしたが、事務局も行政兼務であ
り、町内に観光業を生業とする企業等も
ない。ここ数年は観光資源を地域資源と
して活動に力を入れる地区センターとの
連携に可能性を見出している。
----------------------------------
現在の事務局体制を行政から分離する必
要性がある。タイミングとしては新体制
となる２７年度をめどに独立性を具現化
する検討と準備が必要である。

まちづくり 81.3

東京川西会の役員以外、本町と何らかの
縁がある方を大使に委嘱。個々人のネッ
トワークを活かしていただきながら、本
町の知名度アップに尽力いただいてい
る。
----------------------------------
ふるさと交流大使の増員及び大使への情
報提供内容と頻度をより高める。

概ね順調 観光宣伝活動のより一
層の進展に向け、推進
体制の充実はもとよ
り、実施手法の再構築
を図り、有効性を高め
ていく必要がある。Ｄ
Ｃへの取り組みも試金
石となる。

観光PR活動及び推進体
制の充実

継続的な運営対応により進められてお
り、新たな取り組みに向けた推進体制の
強化にまでは至っていない。
----------------------------------
観光協会の充実は基より、ボランティア
ガイドやふるさと交流大使の活用など、
観光資源の魅力アップにつながる推進体
制の充実が求められる。

75.0
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第２節　みんなで支えあい安心して暮らせるまちをつくる

第１項　子育て環境の充実

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

施設の整備と効率
的な運営

教育総務 87.5

　幼児施設４か所及び子育て支援セン
ターにおいては老朽化した施設もあり、
必要に応じた修繕等を施し、安全安心な
施設運営に取り組んでいる。
----------------------------------
　乳幼児保育の拠点である小松保育所
は、建設後３０年以上経過し新たな保育
ニーズに対応できない部分もあり整備計
画が必要となっている。

87.5

保育環境の整備は喫緊の課題であり、修
繕等を行いながら安全性の確保にあたっ
ている。また、私学支援等についても継
続的に取り組みを進めている。
----------------------------------
幼児施設修繕や私学支援、認可外保育所
に係る運営支援等、一定の成果を上げて
いるが、老朽化が進む小松保育所につい
ては、新たな整備計画の策定が必要な状
況である。

教育総務 93.8

　平成２４年度に町内初の私立保育園が
開園したが、保護者・町民の乳幼児（０
～２歳児）の保育ニーズは依然続いてお
り、待機児童解消策に向けた取り組みが
今後も求められる。
----------------------------------
　小松保育所の改築整備が今後の大きな
課題であり、民営化を視野に入れた整備
運営による保育サービスの充実を図る必
要がある。

健康福祉 100.0

　国の施策である児童手当の支給を計画
どおり実施し、児童を持つ家庭の福祉の
向上が図られた。
----------------------------------
　政権交代等により制度は時折変更にな
るが、今後も事務処理に遺漏のないよう
に実施する。

子育支援センター機能
の充実

相談体制、情報提
供の充実

教育総務 93.8

担当課を中心に、関係する課及び幼児施
設、学校間の連携協力を図り、保護者・
町民からの相談に応じ、随時適切な情報
提供を実施している。幼児ことばの相談
室を開設し、早期に適切な指導を行って
いる。
----------------------------------
子育て支援センターの充実を図り、若い
保護者への日常的な相談態勢をより充実
させる。幼児施設、保健師、さらに専門
施設との連携協力を密にしていく。

93.8

各種事業が継続的に行われ、子育て支援
に向けた取り組みが強化された。幼児こ
とばの相談室についても適切な指導がな
されている。

----------------------------------
子育て支援センターを核として、相談体
制の充実、関係機関の連携、各種媒体に
よる情報の提供をより一層進展させる必
要がある。

保育サービスの充
実

保育サービスの充実に向け、預かり保育
や一時保育の実施、私学に対する子育て
支援、子ども手当の支給、医療費の無料
化等きめ細かな対応を進めており、民間
運営の認可保育所や病児保育についても
好評をいただいている。
----------------------------------
乳幼児（０～２歳児）の保育ニーズが高
い状況にあり、待機児童解消策に向けた
取り組みが必要である。その意味からも
小松保育所の在り方については十分考慮
して整備計画を策定する必要がある。

93.8

施設環境の充実 概ね順調 乳幼児施設の新たな施
設運営に向けた取り組
みが進められており、
その効果を着実に推進
するとともに、保育
サービスの充実に向
け、各種支援策の継続
強化を図る必要があ
る。

子育て支援センター機
能の充実に対する需要
が高まっていることか
ら、センターはもとよ
り地域や関係団体・機
関と連携し、より一層
の機能充実を図ること
が求められている。

概ね順調
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交流と遊びの場の
提供

教育総務 93.8

子育て支援センターの催しはもちろん、
日常的な交流の場の開設により利用者が
年々増加し、利用者間の交流と情報交換
も盛んになっている。
----------------------------------
若者の町内への定着化を図るために、乳
幼児と保護者が屋外で遊べる公園や施設
の整備が課題である。

93.8

ふれあいの場、ルンルン子育て広場等、
交流と遊びの場づくりが行われ参加者も
増加傾向にある。
----------------------------------
子育て支援センターの機能強化や各地区
交流センターを会場とした取り組みを継
続させ、日常的な交流の場の提供が一層
求められる。公園の整備については今後
研究を進める必要がある。

地域子育て団体等
との連携

教育総務 93.8

子育て支援センターがルンルン子育て広
場を定期的に開設し、子育てサークルや
その他の関係団体との交流の場となって
いる。地域の放課後児童クラブや放課後
子ども教室の運営委員会で研修等を実施
している。
----------------------------------
子育て支援センターを「子ども・子育
て」に関する情報拠点とし、各幼児施設
や学校、地域子育て団体との連携を図っ
ていく。

87.5

地域子育て団体の連携は、情報の共有
化、事業の連携等により効果を生むもの
であり、子育て広場の開催等を通じて交
流が進められている。

----------------------------------
子育て支援センターを基軸としながら、
各地区で行われている育児サークルに対
する連携支援を充実させ、相乗的な効果
が上がるよう一層の取り組みを期待した
い。

まちづくり 87.5

講座開催や情報提供などで地域子育ての
側面支援を行っている。
----------------------------------
少子高齢化社会の中、地域における子育
てリーダーやグループ育成のため、より
一層講座を充実させる。

教育総務 87.5

子育て支援センターの事業の際に、更生
保護婦人会、子育てボランティアの協力
を得ている。
----------------------------------
置賜管内で、本町がファミリー・サポー
ト・センターが未組織であり、保育・託
児サービスの基本的システムを整備する
必要がある。

ふれあいの場、遊
びの場の空間づく
り

教育総務 87.5

各地区交流センターが主体となって放課
後子ども教室、放課後児童クラブが積極
的に運営されているほか、子育て支援セ
ンターでのふれあい、遊びが有効になっ
ている。
----------------------------------
若者の町内への定着化を図るために、乳
幼児と保護者が屋外で遊べる公園や施設
の整備が課題である。（前記交流と遊び
の場と同様）

87.5

ふれあいの場、遊びの場づくりに向け
て、放課後子ども教室等継続的に事業が
進められている。
----------------------------------
放課後子ども教室を中心として一層付加
価値を高める取り組みを進め、学校や地
域など多様な連携を構築することが求め
られる。公園の整備については今後研究
を進める必要がある。

放課後児童の健全
育成

教育総務 93.8

各地区が主体となって、個性と創意工夫
による放課後子どもプランの運営が行わ
れている。小松地区の放課後児童クラブ
は、平成２６年度から新校舎内に併設さ
れる教室で実施される。
----------------------------------
放課後児童クラブが未設置の地区につい
ては、子ども・子育て新制度導入のニー
ズ調査により対策を講じることが必要で
ある。

93.8

放課後児童クラブ、放課後子ども教室と
も改善を図りながら充実した取り組みを
進めている。
----------------------------------
各地区の実情に応じた児童クラブや子ど
も教室への支援を継続させるとともに、
地域子育て環境の充実の面から、未設置
地区への対応についても検討を進める必
要がある。

子育てサポーターリーダー養成講座や放
課後児童クラブの運営支援等継続的な取
り組みが行われた。
----------------------------------
町内４か所で開設されている放課後児童
クラブの一層の機能充実に向けた支援や
子育てサークル、託児ボランティアの取
り組みを助長するための仕組みづくりが
求められている。

子育てサークル、
託児ボランティア
の育成

87.5

地域子育ての充実 概ね順調 地域・福祉の側面から
の地域子育てに対する
視点が必要であり、子
育て支援センターの地
域子育てに対する関係
性を強化するととも
に、子育てサークルや
学童保育の更なる充実
も合わせて継続的に進
める必要がある。

子育て支援センター機
能の充実に対する需要
が高まっていることか
ら、センターはもとよ
り地域や関係団体・機
関と連携し、より一層
の機能充実を図ること
が求められている。

概ね順調
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第２項　元気づくりの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

元気づくり活動の充実 健康体力づくりの
推進

まちづくり 87.5

運動を通じた健康体力づくりは、豊かで
健やかな生活の営みを目指す行政施策と
合致している。
----------------------------------
保険事業や介護予防事業と連携を図り、
運動を通じた町民の健康体力づくりをよ
り一層促進する。

健康福祉 93.8

住民の健康意識は高く、各種健康教室や
食育・食生活教室には今年も多くの参加
が得られた。
----------------------------------
住民の健康体力づくりに向け、健康かわ
にし21、食育推進計画の両面から幅広
い年代を対象に事業を推進していく。

教育総務 93.8

認可保育所と小中学校において、安全な
給食を提供し、食を通した健康体力づく
りを充実させている。
----------------------------------
児童生徒並びに保護者に対し、栄養士、
調理師等と連携し、児童生徒の発達段階
における食の重要性を認識してもらうた
め、研修の機会等を増やす。

元気づくり団体の
育成支援

健康福祉 87.5

食生活改善推進員の地道な活動は重要で
ある。地区での伝達講習会は、健康づく
りのための有効な普及事業である。
----------------------------------
組織が消滅した地区もあるため、組織再
構築のための何らかの支援が必要であ
る。

81.3

食生活改善推進行議会を軸とした食育を
中心とした事業展開に限定されており、
新たな取り組みの設定も必要である。
----------------------------------
元気づくり団体の育成支援に向けて、関
係団体との連携の下、実施プログラムの
再構築等、団体の一層の進展に向けた取
り組みを期待したい。

健康づくりの推進 概ね順調 指導、相談体制の
充実

健康福祉 87.5

住民の、保健師等の専門職に対する信頼
は厚く、健康づくりに向けた、指導・相
談は重要な事業である。
----------------------------------
検診後の健康相談や、健康教室等のイベ
ント時のみではなく、電話や来庁によ
り、気軽に相談できるよう工夫していき
たい。

87.5

健康づくりに向け、指導・相談体制が一
定の成果を上げている。
----------------------------------
健康体力づくり推進協議会との連携強化
や健康相談、健康教室、検診事後指導等
の充実により、今後一層の取り組み強化
を期待したい。

保健事業の推進

健康福祉 93.8

各種検診、特定保健指導、母子保健、精
神保健等各種事業を計画どおり実施し
た。肝炎検診事業やフッ素塗布事業など
は、長年の取り組みにより成果が現れて
いる。
----------------------------------
様々な工夫をしながら、検診の受診率は
少しづつ向上はしているがまだ低い状況
である。今後も更に工夫を重ね、受診率
向上に向け努力していく。

93.8

健康づくりに向け、年間計画に基づき保
険事業が継続的に推進され、一定の成果
が得られた。
----------------------------------
検診率が伸び悩んでいる状況を検証し、
保険事業各々に対して、対象者のニーズ
を把握し、フォローアップを充実するな
ど、検診率の向上に向けた取り組みが必
要である。

元気づくりの源は健康であり、健康体力
づくりに向け各種取り組みや食生活から
の健康づくりを継続的に推進することが
できた。
----------------------------------
健康体力づくりに向け、健康かわにし２
１計画の推進のみならず食育推進計画の
推進による健康づくりを進める一方、生
涯スポーツの推進による体力づくりと併
せて有効性を担保する必要がある。

87.5

概ね順調 食やスポーツを通した
健康体力づくりの推進
に向け、食育推進計画
による施策の体系化を
図るとともに生涯ス
ポーツと連動した仕組
みづくりが求められ
る。

健康体力づくり推進協
議会との連携強化や各
種指導相談体制の充実
を受けて、フォロ－
アップ体制の強化に向
け一層の進展が求めら
れる。
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生活習慣病予防の
推進

健康福祉 93.8

健康教育とうのテーマについての検討や
検診率向上のための再案内、医療機関に
おける個別検診の開始など、積極的に事
業に取り組んだ。
----------------------------------
若い世代からの継続した生活習慣病予防
が大切であることから、早期に健康に対
する意識が高まるよう、各種事業を実施
していく。

93.8

生活習慣病の予防は、本町にとって大き
なテーマであり、各種検診、特定保健指
導等実施されており、一定の成果を上げ
ている。
----------------------------------
今後とも各種検診の実施を工夫を凝らし
ながら進めるととともに、指導体制につ
いても充実していくよう努める必要があ
る。

感染症予防の推進

健康福祉 93.8

平成２５年度から子宮頚がん、ヒブ、小
児肺炎球菌が定期接種になった。小児未
接種者対策として、健診、健康相談時や
通知、電話により接種勧奨を行った。
----------------------------------
今後も接種状況を把握し、接種勧奨を
行っていく。

93.8

概ね無効率的に進められているが、任意
予防接種に対する受診率向上に向けた取
り組みが期待される。
----------------------------------
定期予防接種の継続的な取り組みに併せ
て、任意予防接種に対する受診率向上に
向けた周知徹底等工夫が必要である。

第３項　健康・医療・福祉・介護の連携

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

健康、医療、福祉、介
護の連携強化とサービ
スの向上

課題あり 健康福祉センタ－及び
川西診療所のあり方に
ついて具体的検討を進
め、早期の整備計画の
明確化を図る必要があ
る。

健康福祉センター
機能の充実、整備

健康福祉 62.5

施設の維持管理として、施設管理費負担
金の支出や消防用設備の修繕を行った。
----------------------------------
施設の老朽化のため、川西診療所を含め
た施設整備が必要だか゜社会福祉協議会
の移転など課題も多い。今後具体的な検
討作業を進めていく。

62.5

健康福祉センター機能の再構築に向け
て、川西診療所の在り方も含め、具体的
課題整理が行われた。
----------------------------------
健康福祉センター機能の課題整理を受
け、川西診療所機能の構築等、新たな展
開に向けた基本計画の策定が望まれる。

生活習慣病予防と感染
症予防の推進

概ね順調 実施内容の検証を行
い、予防体制の強化を
図るとともに、受診率
の向上に向けた取り組
みを強化する必要があ
る。
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第４項　介護予防と支援体制の充実

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

地域包括支援セン
ターの創設

健康福祉 93.8

二次予防事業や各種相談、高齢者虐待へ
の対応など幅広い業務に対応している。
在宅介護支援センターとの連携も効果的
である。
----------------------------------
２７年度の法改正により、地域包括支援
センターの役割は益々大きくなる。職員
の更なるスキルアップと積極的な事業展
開、各関係機関との連携の強化が重要と
なる。

93.8

各種対応、取り組みによって、地域包括
支援体制を束ねるセンターとして一定の
成果をみることができた。

----------------------------------
多様化、複雑化する事案に対する取り組
みや在宅介護センターとの連携など、セ
ンター機能の一層の進展を期待したい。

介護予防の推進

健康福祉 93.8

対象者の増加や、状態に合わせて、事業
のメニューも変更しており、内容は充実
している。
----------------------------------
期間を限定した介護予防事業も多いた
め、終了したあとの継続が課題。また、
認知症予防のための事業の充実や、男性
参加者の向上についても対応が必要。

93.8

介護予防に対する取り組みが工夫されて
おり、一定の成果が生まれた。

----------------------------------
介護予防の事業内容を一層充実するとと
もに、要介護者の減少や抑制につながる
よう、地域、各種団体との連携が一層求
められる。

継続的な介護支援

健康福祉 93.8

紙おむつ支給については、利用店の拡大
を図り、家族介護者激励事業については
内容のマンネリ化を解消し事務の効率化
を図るため委託事業とした。要支援者へ
のケアマネジメントは、丁寧で信頼でき
る対応に心がけた。
----------------------------------
介護給付以外のサービスは、今後更に必
要とされてくる。要介護になっても、在
宅生活を継続できるよう、サービスの充
実を図っていく。

93.8

各種継続事業が工夫され、一定の成果を
得ている。任意事業等参加者の少ない事
業に対する取り組みを改善する必要があ
る。

----------------------------------
各種サービスの充実を図り、継続的な介
護支援を行う必要がある。

在宅介護サービス
の充実

健康福祉 93.8

福祉用具の貸与、購入、住宅改修は、在
宅の介護認定者の利用頻度の高いサービ
スて゜ある。福祉用具の貸与について
は、軽度者の条件付き貸与に対応し、利
用者側に立った給付を行った。
----------------------------------
サービス決定の審査に力を入れ、給付の
適正化を進めていく。

93.8

在宅介護に対する給付需要は高く、各種
事業を通じ対応を図った。
----------------------------------
給付計画に基づき、多くの利用が図られ
るよう、現状の課題を精査し、具体的解
決策を提示する必要がある。

施設介護サービス
への支援

健康福祉 93.8

今年度、地域密着型のサービスとして、
認知症対応型の通所介護の事業者を指定
した。認知症の家族を抱える家族にとっ
て、新たなサービスの選択肢が増えた。
----------------------------------
介護保険料の負担を考えるとこれ以上入
所系のサービスを増やすことは困難。訪
問通所系のサービスの充実を検討してい
きたい。

93.8

認知症対応サービスの取り組み等、一定
の成果を得ることができた。

----------------------------------
施設介護に対する一定のサービスを継続
するとともに、通所型サービスの向上に
向けた取り組みが期待される。

概ね順調 地域包括支援体制の充
実に向け、地区（地
域）や医療機関との連
携、役割分担を図り、
総合的な支援体制の構
築を目指していくこと
が求められる。

地域包括支援体制の構
築

介護保険制度の適正な
運用

概ね順調 介護保険制度の適正な
運用に向け、在宅・施
設介護及び家族介護者
への支援内容の検証を
進め、実効性を高める
必要がある。
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家族介護者への支
援

健康福祉 93.8

紙おむつ支給については、利用店の拡大
を図り、家族介護者激励事業については
内容のマンネリ化を解消し事務の効率化
を図るため委託事業とした。
----------------------------------
介護給付以外のサービスは、今後更に必
要とされてくる。要介護になっても、在
宅生活を継続できるよう、サービスの充
実を図っていく。

87.5

紙おむつ支給、家族介護者激励事業等、
事務の効率化を図り、一定の成果を得る
ことができた。

----------------------------------
家族介護者支援に向けて、サービス内容
の検証を行い、今後一層充実した内容と
なるよう心がける必要がある。

介護保険制度の適正な
運用

概ね順調 介護保険制度の適正な
運用に向け、在宅・施
設介護及び家族介護者
への支援内容の検証を
進め、実効性を高める
必要がある。
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第５項　地域医療の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

地域医療環境の充実 やや課題あり 公立置賜総合病院
との連携強化

健康福祉 100.0

住民にとって、身近に高度医療を提供す
る医療環境が整備されていることは安心
なことである。経営努力により、負担金
も軽減されている。
----------------------------------
今後、患者数が減少していく中で、総合
病院として、どこまで在宅医療や介護と
の連携を進めて行ってもらえるのか注視
したい。

93.8

１次医療から３次医療までの体系化され
た医療環境の整備、連携は、町民にとっ
て安心感を持たせるものであり、基幹病
院の経営に参画することは有効である。
----------------------------------
病診連携による本町医療環境の充実は、
町民の願いであり、置賜全体にとっても
基幹病院としての充実が求められてい
る。構成団体の繰り出し基準の議論につ
いては今後とも精査する必要がある。

川西診療所の機能
充実

健康福祉 81.3

患者の高齢化、在宅医療の推進、医療と
介護の連携の観点からも診療所整備は必
要。今年度は、診療所整備に向けて医師
との懇談を実施した。
----------------------------------
診療所整備について、将来を見据えた整
備構想を固めるための、有識者からなる
組織を立ち上げていく。

75.0

受信者への医療サービスの提供等有効に
進められているが、診療体制の今後の在
り方について具体的検証が十分とはいえ
ない状況にある。
----------------------------------
診療所機能の今後の在り方について、専
門家の指導や町内民間医療機関との連携
も含め、地域医療環境の充実の観点か
ら、新たな展開に向けた基本計画の策定
が望まれる。

町内医療機関との
連携

健康福祉 100.0

保健事業について医師、歯科医師の理解
を図るとともに、医師からの助言等をい
ただくことで事業の推進を図ることがで
きる。今年度は、新たに策定した新型イ
ンフルエンザ行動計画についても、ご意
見を頂いた。
----------------------------------
日程の確保が困難だが、有効な事業であ
り、より多くの医師、歯科医師の参加が
得られるよう努力していく。

87.5

町内医師、歯科医師との連絡会議を開催
し、保険、福祉、介護の面から指導をい
ただいており、一定の成果を得ることが
できた。
----------------------------------
町内医療機関との連携強化を一層図り、
町民の医療環境を充実するとともに、保
険事業の協力体制を継続的に推進してい
くよう心掛ける必要がある。また、連携
強化となる新たな事業展開にも期待した
い。

医療給付の適正な
運用

健康福祉 93.8

国民健康保険事業、後期高齢者医療制度
ともに、保健事業の推進やジェネリック
医薬品の利用促進など新規の啓発事業も
実施しながら適正化を図った。
----------------------------------
国民健康保険事業については、医療費の
増加の傾向から厳しい運営となっている
が、引き続き保健事業や適正化の地道な
取り組みを継続していく。

93.8

保険事業の推進やジェネリック医薬品の
利用促進等、適正化に向けた取り組みを
継続的に行った。

----------------------------------
医療給付の適正化に向けた取り組みを今
後とも継続するとともに、国民健康保険
事業の広域化等今後の動向を注視する必
要がある。

病診連携・地域医療の
観点から、川西診療所
のあり方を明確化し、
具体的な実施展開を
図っていく必要があ
る。また、町内医療機
関との一層の連携が求
められている。
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第６項　高齢者の社会参加の促進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

高齢者が活躍できる場
の創出

同世代、他世代間
交流の場の創設

健康福祉 87.5

多くの高齢者に参加してもらえるよう
に、２５年度は名称を「健康体育レク
リェーション大会」に変更し、今までと
は趣向を変え、健康づくりのための相談
コーナーやジェネリック医薬品のPRな
どを実施した。
----------------------------------
長年のマンネリ化は少し打開できたと感
じているが、今後、実行委員会での協議
の中で他世代（例えば児童）との交流な
どについても検討していく。

87.5

健康体育レクリエーション大会としてリ
ニューアルし、内容の工夫も含め実施さ
れた。
----------------------------------
健康体育レクリエーション大会の具体的
展開の検討をさらに進めるとともに、そ
の他同世代、他世代との交流の場の設定
に向けた取り組みについても検討する必
要がある。

学習機会の提供

まちづくり 87.5

高齢者が生きがいを持ち、元気で充実し
た生活を送るための学習機会の提供に資
している。
----------------------------------
価値観の多様化等により従来の高齢者層
をひとくくりにすることは難しいが、提
供する学習機会やメニューを創意工夫
し、魅力ある講座へのブラッシュアップ
を図る。

87.5

高齢者の生きがい対策、社会参加の促進
に向けた学習機会の設定は、高齢者の学
習意欲に応えるものであり、ゆうゆう大
学の開設はタイムリーな事業である。
----------------------------------
ゆうゆう大学の検証はもとより、高齢者
の多様なニーズに応える内容となるよう
工夫を凝らす必要がある。また、そのほ
かの方法による学習機会の提供について
も検討する必要がある。

主体的活動への支
援

健康福祉 81.3

今年度は、新規に会員増加を図るため
に、老人クラブ連合会に対し、組織拡充
補助金を交付した。
----------------------------------
老人クラブ自体の更なる変革も必要。連
合会事務局を担う社会福祉協議会の指導
に期待する。

81.3

組織拡充補助金の交付等工夫を凝らして
いるが、老人クラブの組織率が低下する
歯止めとまでは至っていない状況にあ
る。老人クラブ育成や賀寿伝達等の事業
のみでなく新たな活動支援の取り組みに
ついて検討する必要がある。
----------------------------------
活動支援対策の検証や他世代とともに参
加・活動できる環境や支援の在り方につ
いて研究を進めていく必要がある。

就労機会の拡大

産業振興 87.5

シルバー人材センターの活動につては、
経験豊かな熟練技術の提供と高齢者層の
労働意欲が十分にマッチした取り組みで
あった。
----------------------------------
引き続き充実した組織運営による就労機
会の安定的確保に対して支援を継続す
る。
高齢者層の増加に比して会員加入度が低
く感じられる。新規加入の推進について
方策検討の協力は惜しまないで臨みた
い。

87.5

シルバー人材センターの活動は活発に行
われており、高齢者の就労活動の場とし
て有効に行われている。

----------------------------------
シルバー人材センターの活動自体、需要
も多く、就労機会の拡大につながってい
る。今後、センターを基軸とした多様な
受け皿づくりが求められる。

既存事務事業を検証し
再構築することによっ
て施策目的への展開が
明確化され、施策全体
の有効性が担保され
る。

概ね順調
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第７項　ノーマライゼーションの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

福祉相談窓口の充
実

健康福祉 100.0

今年は、３年に一度の一斉改選の年だっ
た。半数以上が改選となったのは今まで
になかったこと。それだけ民生委員の活
動は苦労が多いという裏付けか。幅広い
相談に対応していただき、住民福祉の向
上に尽力していただいている。
----------------------------------
相談対象者は年々増加し、困難な事例も
多く負担が大きくなっている。行政や社
協等からの支援体制を強化していく。

93.8

民生委員児童委員の多様な状況に対する
きめ細かな対応がなされており、福祉相
談窓口としての機能を十分果たしてい
る。
----------------------------------
民生委員児童委員の活動は地域に密着し
ており、対象者への多様な対応について
も適時適切に進められているが、今後と
も活動の推進及び行政・関係機関との連
携による継続的な施策展開が望まれる。

いじめ、虐待防止
ネットワークの整
備

健康福祉 100.0

本町においても、児童・高齢者虐待、
DVは発生している。特に、認知症を含
む要介護認定者の増加により、相談件数
も増加している。関係機関との連携によ
り、迅速な対応を図った。
----------------------------------
近隣市町では、死亡事件も発生してい
る。今後も、未然防止と迅速な対応のた
め、関係機関のネットワークの強化を図
る。

93.8

いじめ、虐待、DVの防止に向けたネッ
トワークの整備は、事案の複雑多様化す
る中、重要な視点であり、町のみなら
ず、関係機関・団体と連携し推進してい
く必要がある。
----------------------------------
それぞれの事案が事情を抱えていること
から、解決に向けては、関係機関・団体
とのネットワークを構築し機能の強化を
図る必要がある。また、近年認知症に係
る事案も多く発生していることから対策
の強化が求められる。

生活保護、母子家
庭等支援

健康福祉 93.8

生活保護、ひとり親世帯が増加してい
る。生活保護については、福祉事務所と
の迅速な対応を図り、ひとり親世帯につ
いては、児童扶養手当等の対応を図っ
た。
----------------------------------
生活困窮者、ひとり親世帯が、民生児童
委員等を通じ、早期の段階で相談できる
よう、制度の周知を含め、研修や連携を
強化していきたい。

93.8

地域社会福祉の観点から、生活保護、ひ
とり親世帯への支援は今後とも継続的に
行われるものである。
----------------------------------
行政及び民生委員児童委員とのさらなる
連携を図り、きめ細かな対応による事業
の強化が求められる。

福祉関係団体との
連携強化

健康福祉 87.5

民生児童委員協議会については、町が団
体の事務局を担いながら各種研修会など
を実施しており他市町と比べ連携は強い
ものとなっている。
----------------------------------
社会福祉協議会については、事業展開が
停滞気味である。社会福祉協議会だから
こそやれる事業はたくさんあるはず。活
動の強化に向けて、今後も話し合いを深
めていく。

87.5

民生委員児童委員協議会等福祉関係団体
と一定の連携を進めることとができた。

----------------------------------
地域社会福祉の充実に向けて、民生委員
児童委員の活動や社会福祉協議会の活動
は欠かせないものであり、今後一層きめ
細かな対応を含め、連携強化を期待した
い。

地域社会福祉の充実

福祉相談機能の充実に
向け、施策内容の有効
性を高めるため、現時
点での取り組みを基本
としながら、関係機関
との連携を図り継続的
な施策展開を図ってい
く必要がある。

概ね順調

地域社会福祉の充実に
向け、福祉関係団体や
ＮＰＯ、ボランティア
団体等との連携を図る
施策や団体設立支援に
ついても考慮していく
必要がある。

福祉相談機能の充実

概ね順調
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地域支援体制の充
実

健康福祉 93.8

民生児童委員は、生活困窮者の相談、高
齢者の見守り、要援護者の把握、準要保
護児童、児童虐待の防止・早期発見への
対応などの活動を行っており、その活動
内容は多岐にわたっている。
----------------------------------
住民と、行政等とのつなぎ役として尽力
いただいているが、民生児童委員が行政
等へ相談しやすい体制づくりに努めてい
く。

93.8

各地区民生委員分会での活動やこころの
健康づくり事業等、継続的に対応がなさ
れた。
----------------------------------
地域支援体制の充実に向けて、対象者の
多様な相談に応えるべく、民生委員地区
分会を核としながら推進しているが、地
域全体での取り組みを強化するため、ボ
ランティア団体等との連携も必要な視点
である。

障がい者の生活支援
サービスの充実

障がい者への住民
理解の高揚

健康福祉 87.5

総合コロニー希望が丘や多数のグループ
ホームを有する本町にとって、障がい者
への住民理解はなくてはならないもので
ある。
----------------------------------
一部の関係者だけではなく、小中学生の
頃からの障がい者との交流なども推進し
ながら、更なる住民理解の取り組みを
図っていく。

87.5

障がい者への理解を深めるための活動
は、生活支援の第一歩であり、相談、ガ
イドブックの作成等継続的に取り組まれ
た。

----------------------------------
障がい者の社会参加・交流等、今後とも
町民との接点を設け、同じ社会の構成メ
ンバーとして理解が深まるよう取り組み
を強化する必要がある。

在宅生活支援の推
進

健康福祉 93.8

障がい者の在宅生活支援に向けて、自立
支援給付、地域生活支援のほか、人工透
析患者の通院交通費助成、福祉タクシー
券交付など、多岐にわたる事業を実施し
た。
----------------------------------
事業費が年々増加している。特に障がい
介護給付費等は顕著である。必要なサー
ビスの提供はもちろんだが、適正な給付
についても力を入れていく。

93.8

制度に基づく各種支援事業は有効に進捗
しており、独自事業についても継続的な
取り組みが進められた。
----------------------------------
在宅障がい者への生活支援については、
制度に基づくサービスはもとより、独自
事業も含めて、有効性を検証し、事業推
進を図る必要がある。

自立支援、社会参加の
促進及びバリアフリー
化の推進

やや課題あり 自立支援、社会参
加の促進

健康福祉 93.8

対象者にとって、就労の場が提供される
ことは、自立に向けて非常に有意義であ
り、家族にとっても喜ばしいこと。新規
の対象者の相談も毎年でてきている。
----------------------------------
受け皿に限りがある。特に精神の対象者
は、今後増加することが見込まれる。事
業所への支援の取り組みを継続する必要
がある。

93.8

就労支援に向けた取り組みを進捗させる
とともに、自立支援、社会参加の視点か
ら、他の事業との連携強化も必要であ
る。継続的な取り組みが進められてい
る。
----------------------------------
就労の場や事業所の安定支援の取り組み
を継続するとともに、共同生活援助や機
能訓練等の充実についても心掛ける必要
がある。

公共施設のバリア
フリー化の推進

産業振興 93.8

ハーブガーデンの経年劣化した通路補修
を実施するとともに、ダリヤ公園チケッ
トブース近くに障害者等のための駐車場
を増設し、入場環境を改良した結果、施
設入所者の入園者数が大幅に増加した。
----------------------------------
これまでのバリアフリー化した分野につ
いて、利用者目線に立った改善効果等を
点検し、今後の活用方法や施設整備につ
なげていく。

75.0

公共施設のバリアフリー化は、施設整備
時及び改修計画の中で適時適切に対応す
べきものであり、今般、ダリヤ園内に障
がい者対応の駐車場の整備を図った。
----------------------------------
公共施設全体としての整備計画の明確化
やルール化を行い、年次的に推進してい
く必要がある。

地域社会福祉の充実 地域社会福祉の充実に
向け、福祉関係団体や
ＮＰＯ、ボランティア
団体等との連携を図る
施策や団体設立支援に
ついても考慮していく
必要がある。

概ね順調

概ね順調

公共施設のバリアフリ
－化の推進について、
整備計画の具体的を図
り、年次的な調整を進
めることにより実効性
を高めていく必要があ
る。

障がい者への住民理解
を深めるため、具体的
施策内容をさらに検討
するとともに、在宅生
活支援の継続的取り組
みを進める必要があ
る。
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第８項　危機管理体制の確立

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

危機事態の情報収
集及び調査、研究

総務 81.3

防災会議は必要に応じて開催するもので
あり、避難者支援は町としての姿勢であ
る。
--------------------------------
災害が各地で発生していることから町民
の意識が高まっているため、防災計画の
浸透を図る。

75.0

危機事態に対する情報収集に向けた取り
組みや調査研究について、十分な対応を
行うところまでは至らなかった。
----------------------------------
想定される様々な危機事態に対して、綿
密な情報収集を行うとともに、地域防災
計画を基に具体的調査研究及び実施船の
仕組みを構築する必要がある。東日本大
震災を教訓に、避難者対策や放射能災害
に対する対処策について、計画の中で位
置付けた内容を実質化する必要がある。

危機事態に対する
町民への意識啓発

総務 87.5

自主防災組織連絡協議会との連携、防災
訓練の各地区巡回開催は、町民の意識啓
発に有効である。
---------------------------------
今後も自主防災組織との連携を図りなが
ら防災訓練等を実施するなどし、効率
性、有効性に努める。

87.5

防災訓練や自主防災組織活動を通した意
識啓発等、一定の成果を得ることができ
た。
----------------------------------
防災訓練の実質的運用や自主防災組織の
機能強化等意識啓発に向けた具体的取り
組みを一層充実させる必要がある。ま
た、地域での災害に対する調査や学習機
会の創設も有効な実践活動である。

災害予測対策の推進 概ね順調 情報受発信体制の
強化

総務 87.5

危機管理上なくてはならないものであ
る。
----------------------------------
計画的に体制整備を図る。

87.5

災害予測に向け、危機管理の基本的な体
制整備であり、防災行政無線、震度情報
システムのほか、Jアラートと総合型自
動起動装置を連結し、緊急情報を速報
メール等幅広い複数の情報手段で配信す
る仕組みを構築することができた。
----------------------------------
災害時に対応した全町一斉通信システム
の構築が求められており、具体化に向け
て調査研究が進められたが、その成果を
検討し、システムの構築実現に向けて取
り組む必要がある。

教育、訓練の充実

総務 87.5

危機管理上なくてはならないものであ
る。
----------------------------------
今後も自主防災組織との連携を図りなが
ら防災訓練等を実施する。 87.5

防災訓練や初動防災マニュアルの周知徹
底等一定の事業化が行われた。
----------------------------------
教育、訓練の視点から考えると、防災訓
練の実施内容に、地震のみならず風水害
についても加えるなど、再構築に向けた
検討も必要であり、防災訓練での地域自
主防災組織との連携強化についても更に
充実させる必要がある。

災害時における双方向
の受発信システムの構
築や自主防災組織との
連携、ハザードマップ
の作成等、具体的取り
組みを加速させ、実施
体制をつくりあげてい
くことが求められてい
る。

地域防災計画を基に危
機管理に対する意識向
上に向けた具体的取り
組みの一層の進展が期
待される。また、東日
本大震災を教訓に避難
者対策や放射能災害に
対する対処策について
も、今後とも有効性を
担保する必要がある。

概ね順調危機管理に対する意識
の向上
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総務 87.5

ハザードマップの有効な利用に向けた周
知が課題。
----------------------------------
有効な利用に向けて周知に努める。

健康福祉 87.5

登録台帳の整備・更新、支援者の選出を
毎年行い、地域における避難支援体制の
整備を図った。
----------------------------------
登録者の数が伸びない。要援護者のプラ
イバシーに十分留意し、各自治会や自主
防災組織との連携を図り、事業を継続し
ていきたい。

機器、資材等の整
備、危険個所の解
消

総務 81.3

町民の安全安心を担保するための基本で
あり、年次的な拡充が重要。
----------------------------------
計画的な整備に努める

地域整備 100.0

危険個所解消に向け事業の推進が図られ
ている。
----------------------------------
今後も継続して事業主体である山形県に
対して整備要望する。

専門的な人材の育
成

総務 75.0

専門的な知識を有した職員、団員の育成
を核に、防災訓練や消防演習などを通し
て全体での共有化が必要。
----------------------------------
研修機会の充実を図るとともに、全体共
有が図られる訓練等を実施。

81.3

災害時の対応をより的確に行うため、専
門的な知識を有した職員、団員の育成を
図ってきているが、なお一層の強化が必
要である。
----------------------------------
研修の一層の充実により専門的知識と技
量を併せ持った危機管理能力の高い人材
の育成を図るとともに、人材の質・量の
向上を目指す必要がある。

自主防災組織の育
成

総務 93.8

災害時の初動を担っていただく自主防災
組織には、今後とも継続的な活動支援が
必要。
----------------------------------
自主防災組織との連携を図りながら、必
要な支援を継続。

93.8

自主防災組織育成支援、自主防災会議の
開催、消防組織との連携等、一定の事業
推進を図った。
----------------------------------
全町的な防災体制としての連携強化が求
められていることから、自主防災組織間
の連携や地区を細分化した地域での体制
についても検討していく必要がある。

災害予測調査の推
進

ハザードマップの作成や要援護者避難支
援に向けた情報の台帳化、マップ化等継
続的な取り組みが求められている。
----------------------------------
災害別のハザードマップの作成や地域別
のより詳細なマップの作成が求められて
おり、本町のみならず関係機関と連携し
て対処していく必要がある。また、災害
時要援護者避難支援プランに基づき、地
域内での実働の有効性を担保する工夫が
一層求められる。

87.5

87.5

概ね効率的に進められているが、災害備
蓄品の対応について工夫する必要があ
る。また、危険個所の解消については、
今後とも継続的かつ迅速な対応が求めら
れる。
----------------------------------

災害時における双方向
の受発信システムの構
築や自主防災組織との
連携、ハザードマップ
の作成等、具体的取り
組みを加速させ、実施
体制をつくりあげてい
くことが求められてい
る。

地域防災計画を前提と
して、人材、自主防災
組織の機能強化、広域
連携など、一層の強化
を図り、総合的な危機
管理体制の整備が必要
である。

概ね順調危機管理体制の整備
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総合防災体制の整
備

総務 87.5

災害時の初動を担っていただく自主防災
組織には、今後とも継続的な活動支援が
必要。
----------------------------------
自主防災組織連絡協議会の会議を重ねな
がら、連携と活動の平準化を図ってい
く。

健康福祉 87.5

登録台帳の整備・更新、支援者の選出を
毎年行い、地域における避難支援体制の
整備を図った。
----------------------------------
登録者の数が伸びない。要援護者のプラ
イバシーに十分留意し、各自治会や自主
防災組織との連携を図り、事業を継続し
ていきたい。

広域防災体制の充
実

総務 75.0

自治体や企業との災害支援協定は、東日
本大震災でも有効に機能した。
----------------------------------
多方面との協定は町民に安心感をもたら
すため、今後も研究に努める。

87.5

リスク分散、協力支援体制の強化に向け
て、広域ネットワークによる災害時支
援、企業との災害時支援協定の締結を
図った。
----------------------------------
東日本大震災での全国川西会議や町田市
からの相互支援協定に基づく対応等、広
域防災体制の充実が今後とも求め似れ
る。また、企業連携による支援体制につ
いても一層進展させる必要がある。

庁舎建設に向けた
調査検討

総務 25.0

第５次総合計画の懸案事項。
----------------------------------
第５次総合計画の策定の中で検討。

50.0

防災センター機能を含めた庁舎整備につ
いて具体化を図る必要がある。
----------------------------------
災害時の防災拠点施設として庁舎の重要
性が再認識されているため、次年度以降
耐震診断の結果を基に実施方向を明確化
する必要がある。

公共施設の耐震調
査と整備

教育総務 81.3

学校施設は年次計画により耐震診断整備
を実施し、２５年度は小松小校舎改築完
成の見込み。玉庭小は耐震診断の結果、
校舎には耐震補強を行い、屋内運動場は
改築することになった。
----------------------------------
平成２７年度までに、耐震基準を満たし
ていない学校施設についてはすべて耐震
診断整備を実施する。町民にとって身近
な生涯学習の拠点である中央公民館の耐
震診断が未着手であるため、全体として
の整備計画が必要である。

81.3

平成２７年度の耐震補強完了に向けて逐
次整備を進めている状況である。
----------------------------------
防災拠点の整備の観点から、継続的に耐
震調査を行い、計画的な施設改善に向け
た取り組みを推進していく必要がある。
中央公民館についても次年度の耐震調査
を基に今後の方向性を明確化する必要が
ある。

87.5

地域防災計画に基づき、総合防災体制の
継続的な整備に努めた。
----------------------------------
東日本大震災を教訓に、総合的な防災体
制の構築を目指し、具体的手法を通して
実効性を担保する必要がある。また、災
害時要援護者避難支援プランに基づき、
今後とも関係機関・団体と連携を図って
いくことが求められる。

防災拠点として庁舎及
び公共施設の機能調査

課題あり 防災拠点としての庁舎
等の在り方について、
次年度の耐震診断結果
等を考慮しながら総合
的な整備対応策につい
ての具体的検討が必要
である。

地域防災計画を前提と
して、人材、自主防災
組織の機能強化、広域
連携など、一層の強化
を図り、総合的な危機
管理体制の整備が必要
である。

概ね順調危機管理体制の整備
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第９項　防犯・交通安全の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

関係機関との連
携、強化

住民生活 93.8

川西町生活安全条例に基づき関係機関、
団体等と連携し川西町民生活安全推進大
会ほか各種事業を展開。青パト登録数も
８２台を数え地域に根差した安心安全に
貢献。
----------------------------------
全町に本施策を波及・浸透させ町民あげ
ての取り組みとして永続的かつ発展的に
事業展開する。

87.5

自主防犯活動、生活安全推進大会、消費
者被害の未然防止等生活安全に向けた実
施方策が継続的に行われた。
----------------------------------
生活安全推進大会に象徴される町民の生
活安全推進に向けた取り組みが定着化し
てきており、青パトネットワークの体制
強化等、関係機関との連携が進められて
いる。今後の進展に期待したい。

地域ぐるみの防犯
体制づくり

まちづくり 87.5

各地区の地区計画の中に防犯活動があげ
られており、地域コミュニティの維持と
防犯体制づくりが図られている。
----------------------------------
関係機関と連携を強化しながら地域ぐる
みの防犯体制がしっかりしていることを
知らしめ、予防強化に努める。

住民生活 93.8

町民の生活安全に対する意識の高まりに
応えて、各地区青パト車によるパトロー
ル、子ども見守り隊の活動等積極的な活
動が実施されている。
----------------------------------
地区、関係団体間の情報共有、連携、機
動化を図る。

教育総務 93.8

児童生徒の登下校時には、地域が主体と
なった見守り活動が各地区で実施されて
いる。また町内で地域学校安全指導員１
名が県からの委嘱により、安全パトロー
ルを行っていただいている。
----------------------------------
学校、地区、家庭の連携により、子供た
ちを見守る態勢の強化を図る。

住民生活 93.8

地域、学校で防犯意識は定着。青パト登
録車の増加等、防犯活動実施者は年々広
がりをみせている。
----------------------------------
防犯活動の活発化に伴い、さらなる行政
支援、連携の強化が必要。

まちづくり 87.5

各地区の地区計画の中に防犯活動があげ
られており、地域コミュニティの維持と
防犯体制づくりが図られている。
----------------------------------
様々な機会を通じて地域ぐるみの防犯体
制意識を維持向上に努める。

概ね順調 防犯意識の高揚に向け
た取り組みは基より、
防犯灯の設置箇所の選
定や維持管理体制の在
り方について、一部支
援体制は整えたもの
の、さらに検討する必
要がある。

防犯活動の推進 防犯意識の高揚

87.5

87.5

それぞれの事業が工夫され実践効果を高
めるなど継続的に行われた。
----------------------------------
各地区の防犯活動や防犯パトロール、少
年の主張大会等を通して、防犯意識の高
揚を図っており、今後とも事業内容の充
実を期待したい。

地域、学校、家庭、関係団体等連携の中
で一体的な防犯体制の構築が行われてい
る。
----------------------------------
各組織の活動を通しながら団体間の連携
や情報の共有化を図るとともに、防犯体
制の強化を図る取り組みを継続的に進め
る必要がある。

生活安全に向けた体制
整備

概ね順調 生活安全推進協議会が
軸となり、町、町民、
事業者の一体的な取り
組みの強化が今後とも
求められる。
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防犯設備の整備促
進

住民生活 93.8

地区単位で主導的に問題意識を持ち対応
しているが、自治会の属さない道路への
設置について課題を有する。
----------------------------------
自治会に属さない個所の設置の取り扱
い、防犯灯のＬＥＤ化に向けての調査研
究及び支援策を検討する必要がある。

87.5

防犯灯設置に向け、防犯協会と連携して
取り組みを進めており一定の成果を上げ
ることができた。
----------------------------------
全町的な視点から設置必要個所の選定、
維持管理体制の在り方等手法の検討を進
める必要がある。また、維持管理補助制
度の有効活用も継続的に進める必要があ
る。防犯灯のLED化についても検討する
時期に来ている。

関係機関との連
携、強化

住民生活 93.8

交通安全推進協議会設立を機に構成団体
との連携のもと、全町体制が確立されて
いる。
----------------------------------
非常時に機動的かつ柔軟に対応できる連
携体制づくりの検討を要する。

93.8

交通安全推進協議会を母体として、関係
機関との連携・強化が図られた。
----------------------------------
今後とも交通安全推進協議会を母体とし
て、積極的な活動の展開を期待したい。

交通安全教育の推
進

住民生活 93.8

交通安全専門指導員を配し、保護者を交
え積極的に事業展開し、効果をあげてい
る。高齢者に対しても要請に応じ交通教
室を開催。
----------------------------------
現行事業を継続しつつ、あらゆる機会を
とらえ高齢者を対象に指導を図る。

93.8

交通安全専門指導員による幼児に対する
かもしかクラブでの指導や高齢者を対象
とした安全教室、巡回啓発、立哨等、継
続的に事業推進にあたった。
----------------------------------
交通安全教育の推進にあたっては、年齢
各層に対する取組みが必要であり、特に
高齢者への指導強化が求められている。
飲酒運転等の排除についても強力に進め
る必要がある。

交通安全施設の整
備促進

地域整備 100.0

関係機関との現地状況確認作業により、
路面表示等の対策を実施して通学路の安
全確保に努めた。
----------------------------------
各地区、学校、幼児施設等からの要望を
検討して道路管理主体毎に安全対策を実
施していく。

93.8

通常の安全対策に加え、スクールゾーン
の設定（路面表示）等、取り組みの強化
を図った。
----------------------------------
年次計画に基づき、今後一層継続的な取
り組みが求められる。

概ね順調 防犯意識の高揚に向け
た取り組みは基より、
防犯灯の設置箇所の選
定や維持管理体制の在
り方について、一部支
援体制は整えたもの
の、さらに検討する必
要がある。

防犯活動の推進

交通安全活動の推進 概ね順調 交通安全推進協議会を
軸として今後より一層
の継続した取り組みを
進めるとともに、交通
安全教育の一層の強化
が求められる。
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第１０項　消防・救急体制の強化

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

火災予防の推進

総務 81.3

啓発事業は継続して進めることにより浸
透が図られるものであり、地道な事業の
積み重ねが大切である。
----------------------------------
今後も事業を継続し、浸透を図る。 87.5

各種啓発事業を継続的に進めた。また、
住宅用火災警報器の設置向上に向けた取
り組みも併せて実施した。
----------------------------------
幼少年期からの防火思想の普及に向けた
取り組みを継続するとともに、火災予防
の各種事業の取り組みを一層強化する必
要がある。

消防、防火施設の
整備

総務 81.3

消防力整備計画により状況を勘案し整備
を図っているが、老朽施設の更新が課題
である。
----------------------------------
現状の把握に努めながら、計画的に整備
を推進する。

87.5

消防力整備計画に基づき、継続的に施設
整備を行った。

----------------------------------
老朽化している施設の逐次更新に向け
て、消防力整備計画に基づき継続的な対
応を進めていく必要がある。

総務 81.3

町民の安全安心のためには欠かせない事
業であるが、団員の活動をどう支援して
いくかが課題。
----------------------------------
定期的に幹部会等を開催し、情報の共有
化を図る。

地域整備 100.0

平成２５年７月発生の集中豪雨の際には
水防訓練における基本工法を実践し被害
拡大を防止することができた。
----------------------------------
水防訓練を継続して実施し、団員の技術
向上を図る。

消防団の再編と自
主防災組織との連
携

総務 87.5

消防演習と防災訓練を合同で開催してい
る地区もあるので、連携の意味からも普
及させていきたい。
----------------------------------
自主防災組織と消防団との連携を推進す
る。

87.5

消防団の再編への取り組みが進展したも
のの、自主防災組織との連携、役割分担
の明確化など課題も多い。
----------------------------------
消防団員の確保が大きな課題であり、自
主防災組織との連携については、実質的
な効果を生むため、町としての主体的な
取り組みが必要である。

消防、救急体制の広域
連携等の調査研究

概ね順調 置賜広域行政事務組合
による広域消防が平成
２４年４月スタートし
２年目となるが、非常
備消防を担う町との連
携強化が大きな課題で
あり、今後とも着実な
進展を期待したい。

広域連携等の調
査、研究

総務 100.0

広域合併２年目であり、試行錯誤を行い
ながらより効果的な運用を図っている。
----------------------------------
平成２４年４月にスタート。消防行政の
町との役割分担が明確でない事業もある
ので、広域的に協議していく。

93.8

広域消防として町と連携しながら、継続
的な取り組みを行った。
----------------------------------
広域消防と連携調整して、消防団活動や
水利事務等非常備消防活動の継続的な取
り組みが進展するよう、今後とも心掛け
る必要がある。

消防体制の充実に向
け、火災予防の推進、
消防・防火施設の整
備、消防団の再編等、
一層の取り組み強化が
求められる。

概ね順調消防体制の充実

継続的な活動支援により実践活動の強化
を図る取り組みを行った。
----------------------------------
消防訓練・研修や装備品の充実等、継続
的な対応が必要であり、今後一層の進展
を図っていく必要がある。

消防活動の充実

87.5
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第１項　計画的な土地利用の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

町民と行政の協働
による街づくり推
進体制の構築

まちづくり 75.0

地元の住民主体で事業推進は図られてい
るが行政関与をほとんど行っておらず、
協働による街づくり推進体制の構築まで
に至っていない。
----------------------------------
文化財保護の観点と協働・地域活性化の
観点の整合を図りながら、行政としての
役割、責任を明確化し推進体制づくりを
目指す。

75.0

小松地区での取り組みや綾プロジェクト
による事業展開に行政も連携する形で実
施された。

----------------------------------
小松地区の取り組みとともに、中心市街
地活性化検討委員会での議論を受け、町
民を巻き込んだ協働による取り組みが充
実することを期待したい。

産業振興 81.3

中心市街地活性化法の改正後、その具体
的取組範囲の決定に時間を要してしま
い、検討のための委員会立ち上げが年度
末になってしまった。なお、本町の行政
規模から旧法の範囲（市街地整備、商業
活性化）に限定した。
----------------------------------
前年度のスケジュール管理の反省に立
ち、２５年度末に立ち上げた中心市街地
活性化検討委員会を年度当初から活発化
させ、２６年度内に行動計画の策定に漕
ぎつけたい。

地域整備 100.0

協議会を設置し、都市再生整備について
の検討を始めた。
----------------------------------
協議会における検討内容を具現化するた
のの整備手法を協議する。

中心市街地の賑わ
いづくりの支援

産業振興 81.3

中心市街地の活性化を期して、綾プロ
ジェクトとの同日開催として「駅前ほこ
天」に合わせ「産業フェア」を中央公民
館及び役場駐車場で開催した。また、表
参道・五日町キラリン市を支援した。
----------------------------------
産業フェアについてはよりブラッシュ
アップさせた取組みを予定しているが、
前回日程が重なった置農文化祭の日程変
更によりフェア参画が決定している。商
店街活性化についても、積極的取組に支
援したい。

81.3

中心市街地の賑わいづくりに向けて、小
松地区での取り組みや綾プロジェクトに
よる事業展開に行政も連携する形で実施
された。
----------------------------------
小松地区の取り組みとともに、中心市街
地活性化検討委員会での議論を受け、中
心市街地の賑わいづくりが進められるよ
う、町民を巻き込んだ協働による取り組
みが充実することを期待したい。

街づくりデザイン
の確立

87.5

中心市街地活性化検討委員会を設置し、
バート、ソフト両面から市街地形成に向
けた取り組みを開始した。
----------------------------------
中心市街地形成に向けた街づくりデザイ
ンの確立に向けて、中心市街地活性化検
討委員会の議論を加速させ、町民を巻き
込んだ協働による取り組みや景観形成の
コンセンサスづくりを進めていく必要が
ある。

市街地形成に向けた基
本的な視点を明確化し
て、中心市街活性化検
討委員会の議論を進め
施策内容の有効性を担
保する必要がある。中
心市街地づくりの推進
は多くの要因を積み重
ねて得られる政策なの
で、施策間の連携と一
体的な進捗が求められ
る。

第３節　住み良い環境を創り次世代につなげるまちをつくる

歴史や文化など地域資
源を活用した中心市街
地づくりの推進

概ね順調
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羽前小松駅の多角
的利活用の推進

まちづくり 93.8

「えき・まち ネットこまつ」や置賜農業
高校の努力により、町の表玄関である羽
前小松駅や駅前通りのにぎわいづくり、
活性化が図られている。
----------------------------------
組織活動が十分行えるよう、様々な形で
財政支援の充実、確保に努める。

87.5

「えき・まち ネットこまつ」や置賜農業
高校による各種事業展開により、羽前小
松駅や駅前通りのにぎわいづくり、活性
化が図られた。また、平成２６年３月２
２日には駅舎のリニューアルオープン式
典が行われた。
----------------------------------
本町の顔ともいえる羽前小松駅を核とし
た継続的な活性化事業の推進は、今後と
も町民を巻き込んだ実践となるよう心が
けたい。

都市計画の見直し

地域整備 100.0

都市計画区域の拡大を予定通り進めた。
----------------------------------
拡大後の都市計画区域内の整備推進の検
討を進める。

93.8

都市計画マスタープランの策定を受け、
都市計画区域の拡大を行った。中心市街
地における土地利用の在り方については
今後の検討課題となっている。
----------------------------------
用途地域の見直しにより、中心市街地の
土地利用の在り方を明確化する必要があ
る。

まちづくり 93.8

ふれあいの丘整備構想において、新たに
人を呼ぶことのできる新レクリエーショ
ン施設の整備であり、多くの人が待ち望
んでいる。
----------------------------------
基本設計、実施設計を早急に行い、用地
取得、施設整備を年次計画通り進める。

企画財政 93.8

短期アクションプランの具現化に向け、
パークゴルフ場の検討、置賜公園の整
備、ダリヤ園の整備、浴浴センターの大
規模改修に向けた実施設計等各ゾーンで
の取り組みが進められた。
----------------------------------
ふれあいの丘全体の整備が計画的に進め
られるよう全体的な進行管理を進め、総
体としての魅力づくりに資するよう心が
ける必要がある。

産業振興 93.8

ふれあいの丘整備構想の計画に沿って、
年次進行に合わせた整備を図った。
ダリヤ園の整備に際しては、開園期間前
後に調整しての実施となった。
----------------------------------
浴浴センターの大規模改修（エレベー
ター設置、出入口等）の実施年度となっ
た。１０月から翌年３月までの工期で、
その間施設は温泉棟、宿泊棟共に休館と
なるため利用者にご迷惑をお掛けする
が、リニューアル後は施設のみならず
サービスも向上させたい。

ふれあいの丘の整
備

93.8

短期アクションプランの具現化に向け、
パークゴルフ場の検討、置賜公園の整
備、ダリヤ園の整備、浴浴センターの大
規模改修に向けた実施設計等各ゾーンで
の取り組みが進められた。
----------------------------------
ふれあいの丘全体の整備が計画的に進め
られるよう全体的な進行管理を進め、総
体としての魅力づくりに資するよう心が
ける必要がある。

市街地形成に向けた基
本的な視点を明確化し
て、中心市街活性化検
討委員会の議論を進め
施策内容の有効性を担
保する必要がある。中
心市街地づくりの推進
は多くの要因を積み重
ねて得られる政策なの
で、施策間の連携と一
体的な進捗が求められ
る。

ダリヤ園、内山沢一帯
の土地利用の構築

概ね順調 「ふれあいの丘整備活
用」に対する具体策が
進められていることか
ら、今後の実質的な展
開が期待される。ま
た、「協働の杜の創
造」についても，ふれ
あいの丘整備の一環と
してダリヤ園、内山沢
に絞った将来ビジョン
を創っていく必要があ
る。

歴史や文化など地域資
源を活用した中心市街
地づくりの推進

概ね順調
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協働の杜の創造

まちづくり 81.3

桜見守り隊の協力を得ながら、協働のま
ちづくりシンボルとしてさくらの育成管
理に努めている。
----------------------------------
桜見守り隊だけに頼りきらない、町民協
力、支援体制の拡大を目指す。

81.3

ダリヤ園、内山沢一帯の土地利用の一部
として設定した桜による「協働の杜」の
維持管理事業を行った。
----------------------------------
桜による「協働の杜」づくりに向けて、
体制整備やスポット化を図り、協働の象
徴として支えあう「杜」になることを期
待したい。

下小松古墳群周辺の土
地利用の構築

やや課題あり 憩いと学習の丘の整備
に向けた土地利用構想
を明確化し、具現化に
向けた一層の取り組み
が必要である。

古墳、里山、山野
草(植生)を活かした
憩いと学習の丘の
整備 まちづくり 81.3

本町を代表する地域資源であり、下小松
古墳群を守る会や文化財保護協会、また
地元犬川地区と連携しながら保全保護活
動に取り組んでいる。
----------------------------------
行政、地区、保護団体が連携した活動が
できるよう、古墳群一帯の土地利用、整
備活用方針を早急に定める。

75.0

地区や関係団体による進捗は図られた
が、行政としての取り組みが十分とはい
えない状況にある。
----------------------------------
憩いと学習の丘の整備に向けた全体構想
を明確化するとともに、古墳群を活用し
た学習プログラムの設定について、地区
や関係団体と連携し検討していく必要が
ある。

広域的視点に立っ
た土地利用の推進

企画財政 75.0

公立置賜総合病院周辺の考え方について
は、都市計画マスタープランの策定によ
る都市計画区域拡大の取り組みはあるも
のの、具体的土地利用の推進までには
至っていない。
----------------------------------
国土利用計画を基本に、都市計画及び農
振計画等土地利用に関する個別法の見直
しを検討し、全町的・広域的視点に立っ
た具体的土地利用計画の設定が必要であ
る。

75.0

同左

まちづくり 62.5

地区は町と連携する方向であり、町が一
定の方針を示し具体化を進める必要があ
る。
----------------------------------
大塚地区は、新潟山形南部道路の新設や
都市計画区域として網掛けされることか
ら、今後地域が大きく変貌することが予
測される。様々な展開に的確に応じるこ
とができるよう、町計画と地区計画が整
合性を持つよう指導に努める。

企画財政 75.0

公立置賜総合病院周辺の考え方について
は、都市計画マスタープランの策定によ
る都市計画区域拡大の取り組みはあるも
のの、具体的土地利用の推進までには
至っていない。
----------------------------------
国土利用計画を基本に、都市計画及び農
振計画等土地利用に関する個別法の見直
しを検討し、全町的・広域的視点に立っ
た具体的土地利用計画の設定が必要であ
る。

地域整備 100.0

都市計画区域の拡大を予定通り進めた。
----------------------------------
拡大後の都市計画区域内の整備推進の検
討を進める。

75.0

公立置賜総合病院周辺の考え方について
は、都市計画マスタープランの策定によ
る都市計画区域拡大の取り組みはあるも
のの、具体的土地利用の推進までには
至っていない。
----------------------------------
国土利用計画を基本に、都市計画及び農
振計画等土地利用に関する個別法の見直
しを検討し、全町的・広域的視点に立っ
た具体的土地利用計画の設定が必要であ
る。

ダリヤ園、内山沢一帯
の土地利用の構築

概ね順調 「ふれあいの丘整備活
用」に対する具体策が
進められていることか
ら、今後の実質的な展
開が期待される。ま
た、「協働の杜の創
造」についても，ふれ
あいの丘整備の一環と
してダリヤ園、内山沢
に絞った将来ビジョン
を創っていく必要があ
る。

公立置賜総合病院周辺
の土地利用の構築

やや課題あり 国土利用計画を基本と
しながら、都市計画マ
スタープランの策定を
受けて個別法の見直
し・設定を行い、地区
計画との接点を求めな
がら、全町的・広域的
視点に立って具体化に
向けた取組みを進めて
いく必要がある。

医療、住宅、商業
が融合したまちづ
くりの推進
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地域資源の発掘と
地域デザインの確
立

まちづくり 81.3

各地区で地域特性を活かした地域資源の
発掘の取り組みがみられる。
----------------------------------
地区住民が主体となった取り組みを町が
支援する体制を強化するほか、７地区に
大きな差異が出ないよう調整に努める。

81.3

各地区で地域特性を活かした地域資源の
発掘の取り組みが進められ、利活用方策
が検討されている。
----------------------------------
地区計画に基づく地域資源を活かした土
地利用の明確化を図ることにより地域独
自のデザインを構築することができるこ
とを期待したい。

相互連携による土
地利用の推進

まちづくり 75.0

地域デザインのネットワーク化といった
視点での取り組みはほとんどないが、さ
くらの丘構想に基づく桜の植樹、育成は
町内全域で取り組まれている。
----------------------------------
なだらかな丘陵地帯と散居集落が広がる
平野部といった町の特性を、本町のかけ
がえのない財産であるとの認識を持ち、
内外に積極的にアピールする。

75.0

各地区のさくらの丘づくりや地域デザイ
ンを生かしたネットワーク化への取り組
みが相互連携に結びつく。

----------------------------------
各地区の特色ある土地利用を基にした地
域デザインを結びつけ、全町的な相互連
携によるコンセプトづくり求められる。

川西町国土利用計
画に基づく土地利
用の適正な管理運
営 企画財政 87.5

国土利用計画に基づき、適正な進行管理
に努めた。
----------------------------------
適正な事務管理により、乱開発を未然防
止するとともに、大規模開発に対する諸
準備に心がけ、国土利用計画に基づく適
正な土地利用に向けて進行管理を進め
る。

87.5

同左

地籍調査の推進

地域整備 100.0

新規地区及び遅延地区は、それぞれ計画
通り事業進捗した。
----------------------------------
新規地区及び遅延地区とも計画的に事業
を推進する。

87.5

新規地区及び遅延地区について、それぞ
れ計画通り事業の推進を図った。
----------------------------------
進捗状況を考慮し、計画的な事業の執行
に心掛ける必要がある。

土地利用の適正管理と
地籍調査の推進

概ね順調 国土利用計画に基づく
適正管理とともに、地
籍調査の推進について
は、進捗率の向上に向
けてより一層の継続的
な取り組みが必要であ
る。

町内各地区の特性を生
かした土地利用の推進

やや課題あり 地区計画に基づく地域
資源を活かした地域デ
ザインの創造に向けた
具体的取り組みを進
め、各地区の地域デザ
インを多様なコンセプ
トでつなぐための方策
を提示する必要があ
る。
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第２項　交通基盤の整備

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

幹線ネットワーク
としての縦軸と横
軸の整備促進

地域整備 100.0

国道２８７号は平成２４年度から事業着
工され、国の補正予算措置もあり推進が
図られた。又、本路線を含む置賜南部の
幹線整備促進大会が開催され関係機関へ
整備の必要性をアピールした。
----------------------------------
関係機関へ継続して要望するとともに、
地域の声を届けるべく住民活動の活発化
を図る。

93.8

国道２８７号川西バイパスについては、
用地購入及び一部工事が進められている
状況にあり、本路線を含む置賜南部の幹
線整備促進大会が開催された。また、高
畠川西線については念願の中小松小松踏
切が平成２６年２月２０日開通し、広域
道路としの機能を強化した。
----------------------------------
事業の進展に向け、町としても一層の働
きかけを行うとともに、協力体制の強化
を図っていく必要がある。

幹線の結節による
広域ネットワーク
化

地域整備 100.0

国道については整備促進が図られている
ものの、県道については整備計画が明確
でない路線が多い。
----------------------------------
事業主体の整備計画が推進するよう住民
活動や要望活動を活発化する必要があ
る。

87.5

高速交通網の整備促進、冬期交通確保に
向けた安全対策等進められた。今後一層
の進捗が望まれる。
----------------------------------
東北中央自動車道や新潟山形南部連絡道
路・梨郷道路の一層の進展を期成同盟会
や道路大会を通じて働きかけるととも
に、冬期交通安全対策についても充実さ
れるよう運動を展開する必要がある。

町内道路の整備

地域整備 100.0

計画通り整備を進めている。
----------------------------------
今後とも現況把握しつつ将来交通量等を
もとに計画的整備を推進する。

87.5

主要町道として事業を進めていた三枚床
道還線が工事完了するなど、計画的に一
定の成果を得ることができた。
----------------------------------
町道党の整備方針を明確化し、計画的な
道路整備を今後とも進めていく必要があ
る。虚空蔵山西線については、概略設計
を受け事業実施に向けた取り組みを進展
させるとともに、橋梁長寿命化計画に基
づき、橋梁の修繕の取り組みも継続して
進めていく必要がある。

安全施設の整備促
進

地域整備 100.0

関係機関との現地状況確認作業により、
路面表示等の対策を実施して通学路の安
全確保に努めた。
----------------------------------
各地区、学校、幼児施設等からの要望を
検討して道路管理主体毎に安全対策を実
施していく。

87.5

ガードパイプの修繕、区画線、防護柵の
設置等継続的に実施された。

----------------------------------
危険個所の解消に向けて、必要な安全施
設の整備を継続的に進めていく必要があ
る。

維持管理体制の構
築

地域整備 100.0

自主的活動により、公共施設の維持管理
美化意識の醸成が図られた。
----------------------------------
生活環境向上のために、自主的活動の果
たす役割を幅広く期待できる施策を推進
する。

87.5

アダプト推進事業として環境美化活動の
一助となっている。
----------------------------------
今後もアダプト推進事業の総合的事業展
開を期待したい。

道路交通基盤の整備と
ネットワーク化の促進

概ね順調 更に一層の事業の進展
に向け、国県に対する
働きかけを強め、施策
の実行性を担保する必
要がある。

生活道路等の整備促進 概ね順調 町道等の整備方針を前
提とした継続的な路線
の整備が必要であり、
橋梁寿命化対策やアダ
プトによる事業推進の
視点も併せて進めてい
く必要がある。
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第３項　生活交通の確保

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

町民の視点に立った生
活交通システムの構築

デマンド型乗合交
通システムの構築

まちづくり 93.8

高齢者を中心とした交通弱者にとって、
公共交通網が脆弱な本町にあっては無く
てはならない生活交通となっている。
----------------------------------
タクシー事業者との連携協働が不可欠で
あり、今後とも運行へ理解を求めてい
く。

93.8

町民の視点に立った生活交通システムと
してデマンド型乗合交通システムをフル
デマンドで進めた。８割は医療機関への
利用となっている。
----------------------------------
今後とも継続運用を進めるとともに、委
託事業者（タクシー事業）との関係性を
調整していくことが必要となる。

町民が主体となっ
た移動サービスの
構築

まちづくり 75.0

「町民が主体となった移動サービス」は
理想ではあるが、実際の運行はハードル
が高い。またデマンド型乗合交通（タク
シー事業者）への影響も懸念される。
----------------------------------
関係者間の合意形成、土壌づくりに努め
る。

75.0

ＮＰＯ等による福祉有償運送が行われて
いる状況にある。
----------------------------------
具体的な進捗までには課題が多いが、地
域公共交通会議での協議を受け、全町的
な交通体系の在り方について整理し、再
構築していく必要がある。

米坂線及びフラ
ワー長井線の利用
拡大

まちづくり 87.5

米坂線については米坂線利用拡大協議会
に参画しての運動展開、長井線において
は県及び沿線市町とともに利用拡大の推
進と財政支援を行っている。
----------------------------------
存続及び利活用については、沿線市町と
連携しながら活動を展開する。

75.0

米坂線利用拡大協議会に参画しての運動
展開や県及び沿線市町とともに長井線利
用拡大の推進と財政支援を行っている。
----------------------------------
利用者数の絶対的な減少傾向の中で、鉄
道に対する支援策の再検討が求められて
おり、効果的な事業の構築が課題であ
る。

フラワー長井線を
支える仕組みづく
り支援

まちづくり 81.3

フラワー長井線利用拡大協議会を中心に
利用拡大運動を展開しているほか、イベ
ント列車等への利用呼びかけや物販販売
協力等を行っている。
----------------------------------
県及び沿線市町と連携しながら、支援を
継続していく。またマイレール意識の啓
蒙に努める。

75.0

地域住民主体の利活用の取り組みが継続
的に行われているほか、利用拡大協議会
において活動を展開している。
---------------------------------
根本的かつ効果的な支援策が見出しずら
い状況にあるが、存続に向けた取り組み
を継続的に進めていく必要がある。

やや課題あり 鉄道利用のあり方につ
いては、根本的な支援
策が見出しにくい状況
にあるが、関係機関、
利用者と連携した事務
事業の工夫が必要であ
る。

概ね順調 地域公共交通会議の協
議を受け、施策の総合
化を図り、全町的な交
通体系の在り方を整理
し課題解決の方策を明
示すべきである。

鉄道の利用拡大の促進

37



第４項　高度情報基盤の整備

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

地域情報基盤の整
備促進

まちづくり 68.8

地域情報基盤の環境整備（ハード）は
整ったが、構成する事務事業（ソフト展
開）が施策とマッチしていない。
----------------------------------
行政サービス向上に向けた情報化対策に
ついては専門体制を構築し対処する。

68.8

地域情報基盤を有効に活用するため、利
用性の高いソフト展開について今後検討
を進めるべきである。
----------------------------------
行政サービスアプリケーションの導入調
査を進め、より活用性の高い情報環境の
整備に向けた取り組みが必要である。

情報化推進のため
の人づくり

まちづくり 87.5

ITC社会に順応する人づくりとインター
ネット普及、利用促進に資している。
----------------------------------
情報化社会に対応できる人づくりのた
め、各種講座、教室の充実を図る。 87.5

パソコン教室等スキルアップに向けた一
定の取り組みがなされた。
----------------------------------
情報技術習得に向けて、パソコン教室開
催の方法・対象について工夫を凝らし、
きめ細かな対応を進め、情報基盤を十分
に活用できる人材の育成に努める必要が
ある。

情報ネットワーク
の形成

総務 75.0

町民の利便性の向上を図るために、ふる
さと納税について電子申請利用件数が大
幅に増加した。
----------------------------------
県担当者と協議の場を設定し、町民の利
便性の向上につながるような電子申請項
目について検討していく。

81.3

電子自治体の構築は喫緊の課題であり、
そのための情報ネットワークの形成は必
要不可欠である。ふるさと寄付について
は電子申請システムが活用されている。
----------------------------------
システムの有効性を担保するために、具
体的サービス内容の検討を行い、地域情
報の受発信と多面的な活用に向け、双方
向のネットワークシステムが構築される
よう研究を進める必要がある。

ネットワーク加入
促進と相互利活用
の推進

まちづくり 75.0

町内全域に高速通信基盤整備（ケーブル
網）を整備したが、加入者の大幅増加に
は至っていない。
----------------------------------
加入者増を目指し、事業者に対し機能向
上（メリット）のPR強化と料金値下げ
を促す。

75.0

地域情報の受発信と多面的利用に向け、
加入促進活動の継続的展開が必要であ
る。

----------------------------------
有効性を町民にアピールし、一層の利活
用促進を進めていく必要がある。

高度情報化に向けた環
境整備と人づくりの推
進

高度情報基盤を活用し
た地域情報の受発信と
多面的な活用の推進

やや課題あり 電子自治体推進事業の
みならず地域情報化計
画と連動した事務事業
の設定により、施策と
しての実施効果が高ま
るものと考えられる。
総合的な実施体制が必
要である。また、情報
アプリケーションの行
政としての構築が求め
られる。

課題あり 高度情報化の環境を使
いこなせる人材の育成
や地域情報基盤として
の行政サービスアプリ
ケーションの導入調査
等に係る事業内容が不
十分であり、今後の具
体的な構築提案を進め
ていく必要がある。
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第５項　生活環境の整備

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

生活排水対策の推進 概ね順調 公共下水道の計画
的な整備

地域整備 100.0

整備された処理区域内の加入促進によ
り、生活環境向上及び河川浄化が図られ
た。
----------------------------------
住宅建設支援事業等の諸施策展開の際に
施工業者等に情報提供し、加入促進を
図っていく。

93.8

維持管理に向けた公共汚水桝設置や流域
下水道事務等、継続的取り組みが進めら
れている。
----------------------------------
維持管理体制の強化に向け、継続的に展
開していくことが求められる。

合併処理浄化槽の
設置促進

地域整備 100.0

住宅建設支援事業等の制度活用の際、合
併浄化槽設置について情報提供し、本事
業の促進が図られた。
----------------------------------
引続き、国県等の補助制度を周知し設置
促進を図る。

93.8

浄化槽設置補助とともに、県単独の補助
を上乗せし、汲み取り、単独浄化槽の解
消に向けた取り組みが行われた。
----------------------------------
今後とも町民の需要を精査し、継続的に
設置促進が図られるよう取り組みを進め
る必要がある。

公共下水道、農業
集落排水施設の利
用促進

地域整備 81.3

加入促進手法しての有効性が低い。
----------------------------------
未接続世帯の状況を精査し、加入促進策
を検討する。 75.0

利子補給制度や普及啓発活動等進めてい
るが、加入者の増加にまでは至らない状
況にある。
----------------------------------
利子補給制度や普及啓発活動の検証を進
め、加入者の増加につながる取り組みを
一層強化する必要がある。

河川、水路の美
化、浄化活動の促
進

地域整備 100.0

町内一円のわたる、町民の自主的活動に
より河川水路の美化が図られた。又、上
小松地内の水路の流水確保のためハード
整備が行われた。
----------------------------------
町民の自主的美化活動推進や水路の流水
確保に取組み環境向上を目指す。

87.5

河川等の浄化及び美化活動については、
地域住民主体で一定の成果を上げてい
る。市街地排水路整備については、一部
改修工事を行った。
----------------------------------
河川愛護デーによる環境浄化、美化に向
け、河川内支障木の撤去等が課題となっ
ており、一層の工夫が必要である。ま
た、市街地排水路の浄化についても継続
的な取り組みが必要である。

水道施設の計画的
な整備と維持管理
の推進

地域整備 93.8

老朽管更新や維持管理のための設備更新
は、水道事業会計における財源確保が困
難であるため、一般会計からの支援で実
施した。
----------------------------------
水道事業の経営健全化計画に則り、早急
に自立経営可能な経営状態を目指す。

93.8

計装設備の更新及び老朽管更新を継続的
に行った。
----------------------------------
経営健全化に向けた取り組みを継続し、
老朽管更新等一般会計の調整しながら進
展させる必要がある。

水道業務の広域
化、共同化の調
査、研究

地域整備 81.3

置広水を受水している近隣の２市２町の
経営状況に差異があり、広域化を論じる
状況にはない。
----------------------------------
将来的には広域サービスとして水道事業
の在り方検討は必要である。

75.0

水道業務広域連携に向けた調査研究等東
南置賜二市二町による取り組みが進めら
れるよう期待したい。
----------------------------------
置広水を受水している二市二町におい
て、調査研究の具体化が図られるよう期
待したい。

安定した水道の供給 概ね順調 有収率の向上対策と水
道事業の経営改善に向
けた取り組みを継続的
に進めるとともに、水
道業務の広域化につい
ても関係市町と連携し
ながら議論を進める必
要がある。

生活排水の総合的な処
理方策を前提とした公
共下水道、農業集落排
水、合併処理浄化槽の
設置による全町的な取
組みを進めるととも
に、加入促進等維持管
理体制の強化と河川愛
護による美化運動の一
層の展開が必要であ
る。
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農地 100.0

川西町木材製品利用住宅建築奨励助成金
交付要綱の助成金交付対象要件に沿って
木造住宅等建築する者に対し支援を行
い、木材需要の促進と町内経済の活性化
を図った。交付申請件数の増加。
----------------------------------
事業の継続。

地域整備 100.0

町営住宅建設計画推進や、民間住宅リ
フォーム支援及び若者向け住宅建設支援
等により定住転入等の効果があった。
----------------------------------
良質住宅のストックはもちろん、若者定
着化のため諸施策を推進する。

農地 100.0

前堰代替用水路の整備を白川土地改良区
で実施することに対し支援を行った。
----------------------------------
単年度事業。

地域整備 100.0

上小松地内を流下する３水路に、通念用
水として確保できるようハード整備が実
施された。
----------------------------------
環境用水としての水利権確保に向け、水
質調査等を継続して取り組む。

まちづくり 81.3

ボランティア除雪への助成措置であり、
共助意識の醸成につながっている。
----------------------------------
安全対策の徹底、真にボランティアを必
要とする対象者であるか否か的確な判断
を行う。

地域整備 100.0

除雪機械更新や機械整備により計画的に
除排雪作業を実施した。又、住民の自主
的活動による除雪アダプト事業も継続実
施された。町道で初めての防雪柵設置工
事を実施し、交通障害を抑えることがで
きた。
----------------------------------
ハード、ソフト両面の対策により冬期間
の道路交通確保に万全を期す。

雪の有効利用

まちづくり 81.3

エコスノードームの雪氷冷熱によりフレ
ンドリープラザの冷房を稼働している
が、天候（気温）により稼働コントロー
ルが難しい。
----------------------------------
一般普及のためコストがかからないシス
テムの研究等を行う。

81.3

フレンドリープラザ雪冷房システムは、
概ね順調に稼働しており、一定の成果を
上げている。
----------------------------------
エコスノードームによるフレンドリープ
ラザ雪冷房システムの稼働はもととよ
り、今後新たな雪の有効利用についても
調査研究を進める必要がある。

地域住宅計画の策
定

93.8

町営住宅建設に向けた実施設計や、住宅
建設支援、若者向け住宅建設支援等を行
うとともに、木材製品利用住宅建築奨励
事業を実施し、定住転入等の効果を上げ
ることができた。
----------------------------------
町営住宅の更新整備をはじめ、住宅建設
支援等今後とも継続的に支援する仕組み
を推進する必要がある。

潤いのある市街地
形成の検討

地域住宅計画の策定を
受け、町営住宅の整備
に向けた取り組みが進
められた。今後とも潤
いのある市街地形成に
向けた具体的事務事業
の設定を行うことが必
要である。

87.5

潤いのある市街地形成に向け、水路の整
備が行われ、一定の成果を上げることが
できた。
----------------------------------
今後とも水量の確保に向けて継続的な取
り組みを進め、潤いのある市街地形成を
目指す必要がある。

87.5

冬期交通の確保に向けた除排雪、防雪・
融雪対策を進めた。特に、防雪柵を町内
三か所に設置し、安全性の確保を図っ
た。また、ボランティア除雪についても
継続展開した。
----------------------------------
除雪体制の充実はもとより、除雪機械の
更新、オペレーターの確保対策等緊急を
要する課題がある一方、町民理解のもと
除雪アダプトやボランティア除雪の推進
に向け、全町一体となった取り組みが求
められる。

概ね順調住環境の整備

克雪及び利雪の推進 概ね順調 町民理解のもと除雪ア
ダプト関係の具体的推
進方策が必要である。
また、雪冷房システム
以外の施策に呼応した
事務事業の設定が必要
である。

除雪、排雪体制の
構築と防雪、融雪
対策の促進
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第６項　環境の保全

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数
１次評価の理由及び今後の改善策

２次評価
点数

２次評価の理由及び今後の改善策

総務 87.5

環境保全活動により職員の省資源、省エ
ネルギーに対する意識は高まっており、
今後は、省エネ機器へのシフトも重要。
----------------------------------
整備計画に基づき整備を推進するととも
に、社会情勢等を的確に把握しながら整
備内容を検討する。

住民生活 81.3

県の地球温暖化防止県民運動を活用して
いるものだが、事業の認知度が不足し、
参加者が少ない。
----------------------------------
参加者増に努め、事業自体の魅力づくり
も必要。

環境マネジメント
システムの推進

住民生活 93.8

新システムを毎年改良しながら定着して
きた。他の模範となる活動を職員周知・
奨励しながら、一層の推進を図ってい
る。ただし、内部監査方式の方法、体制
について改善の余地がある。
----------------------------------
内部監査の充実を図るとともに、運用の
中で全体の見直しを行っていく。

87.5

ＥＭＳの推進と連動した地球温暖化対策
実行計画の実行、ＥＭＳ独自運用システ
ムの運用等一定の成果が得られた。
----------------------------------
ＥＭＳの推進による環境マネジメントシ
ステムの実効性を担保するためにも、内
部監査員制度の強化と情報の共有化が課
題となる。

環境教育の推進

住民生活 93.8

スポーツごみ拾い大会やエコドライブ講
習会を新規に実施し、従来からの出前講
座や環境施設見学会等とともに環境教育
の充実が図られた。
----------------------------------
関係団体や町が行うイベント等と連携
し、参加しやすさ、内容を工夫し事業を
継続的・発展的に展開する。

87.5

それぞれの事業に対する参加者の増加方
策の検討、課題や対象に応じた体系的な
教育活動の在り方について一層工夫する
必要がある。また、事業者に対する取り
組みも考慮したい。
----------------------------------
現在の事業活動を一層充実するととも
に、町民や関係団体、事業者を巻き込ん
だ環境教育になるような実践活動の展開
を期待したい。

団体、人材の育成

住民生活 87.5

環境アドバイザーの設置目標は未達であ
るが、ＥＭ活動を通じ１名委嘱。
----------------------------------
環境アドバイザー適任者の選任及び講座
等の開設を行い、環境保全に対する町民
意識の普及・浸透を図る。 87.5

衛生組織連合会を軸とした取り組みや環
境かわにし町民会議、エコかわにし、お
きのうエコ・タウン連絡協議会等関係団
体・機関を通した団体、人材の育成への
取り組みを一層深めていく必要がある。
----------------------------------
環境アドバイザーの養成や環境団体の活
動支援により、町民一人ひとりの活動の
芽を育て、組織的な活動に発展させてい
く具体的な実施計画の設定が必要であ
る。

省エネチャレンジ、マイバック、町有車
両の低公害車への移行、クール&ウォー
ムビズ、庁舎のエコ化等一定の成果を上
げることができた。
----------------------------------
各種事業の展開により施策の有効性が担
保されているが、一層の進展に向け、環
境基本計画に基づき３Ｒに着目した取り
組みを進める必要がある。

87.5

地球環境の保全

環境教育の推進 概ね順調 環境基本条例、環境基
本計画を前提として住
民を巻き込んだ環境教
育の実践活動を一層展
開するとともに、環境
アドバイザ－養成や環
境団体の育成へのプロ
セスを強化する必要が
ある。

概ね順調 環境基本計画と連動し
て、３Ｒに着目し体系
化した事務事業の設定
が必要である。また、
独自運用システムが構
築され、具体的推進が
なされた。

省資源、省エネル
ギーの推進
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良好な環境保全と次世
代への継承

概ね順調 ごみの減量化の推
進

住民生活 87.5

ごみ収集量により構成市町の置広負担金
に影響するという財政負担の視点から
も、一層のごみ減量化、資源ごみ回収の
徹底を図る必要がある。収集回数につい
て検討を要している。
----------------------------------
あらゆる機会をとらえ、ごみ減量化、分
別収集の協力依頼と啓蒙普及を図る。ご
み収集回数に対する町民ニーズについて
検討する。

81.3

生ごみの堆肥化、廃食用油のＢＤＦ化、
廃棄物再生処理等を進めるとともに、ご
み分別の徹底によるごみの減量化に取り
組んできたが、有効性が十分とはいえな
い状況にある。
----------------------------------
生活系ごみの減量化に向けた取り組みと
しては町民に対するきめ細かな周知・啓
発活動を実施する必要があり、事業系ご
みについても減量化に向け協力要請を行
う必要がある。

まちづくり 81.3

本町を代表する地域資源であり、下小松
古墳群を守る会や文化財保護協会、また
地元犬川地区と連携しながら保全保護活
動に取り組んでいる。
----------------------------------
行政、地区、保護団体が連携した活動が
できるよう、古墳群一帯の土地利用、整
備活用方針を早急に定める。

住民生活 87.5

ＥＭ利用については、地区や小学校で活
動が定着しているが、効果自体に疑義。
野焼き等に対しては町民の監視意識が高
まり、禁止されている認識も高まってい
るが、根絶までに至っていない。
----------------------------------
町民、地域と連携し、今後も継続して取
り組む。

農地 81.3

乳用牛の堆肥処理の実績。製品の需要と
供給。
----------------------------------
酪農家の協力や農家以外の一般町民への
肥料とした製品のＰＲ・販売（袋詰め
等）。

快適な生活環境の
創造

住民生活 87.5

公共用水域の水質の経年変化の調査・管
理、公表を行い生活環境の動向を注視し
ている。空き家対策は町民ニーズが高い
が、法的制限があり支障を及ぼしてい
る。
----------------------------------
水質調査は、今後も公開性を保ち、地域
の理解と協力を求めていく。その他公害
対策について、今後も連携強化を図る。
空き家対策は、解体の支援策など調査研
究する。

農地 100.0

前堰代替用水路の整備を白川土地改良区
で実施することに対し支援を行った。
----------------------------------
単年度事業。

ＥＭ活用、不法投棄防止、下小松古墳群
活用、堆肥センター活用による環境保全
型農業の推進等それぞれに一定の成果を
上げている。
----------------------------------
良好な環境を次世代に継承するために、
自然環境の保全の視点から、環境保全活
動や環境保全型農業の推進等、事業内容
を精査し、より効果的な取り組みとなる
よう工夫する必要がある。

81.3

87.5

水質調査、し尿処理、野焼き対策、悪臭
対策、河川愛護、市街地水路整備、空き
家対策等継続的な取り組みを進めた。
----------------------------------
水環境の保全に向けた水質保全や潤いの
あるまちづくりを一層進展させるととも
に、野焼き対策や悪臭問題についても啓
発活動を含め継続的な取り組みが必要で
ある。また、空き家対策については、条
例の施行を受けさらに一層の対応強化が
望まれる。

豊かな自然環境の
保全

ごみ減量化に向け町民
に対する周知・啓発活
動を強化するととも
に、環境保全活動や生
活環境の向上に向け、
一層取り組みの進展を
図る必要がある。
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地域整備 100.0

町内一円のわたる、町民の自主的活動に
より河川水路の美化が図られた。又、上
小松地内の水路の流水確保のためハード
整備が行われた。
----------------------------------
町民の自主的美化活動推進や水路の流水
確保に取組み環境向上を目指す。

自然エネルギーの
利活用

まちづくり 93.8

地球環境保全の観点から自然エネルギー
の活用は重要課題であり、本町で潜在賦
存量が高い太陽光・熱及び雪氷熱エネル
ギーの活用、普及を目指している。
----------------------------------
一般普及のためコストがかからないシス
テムの研究等を行う。

87.5

雪冷房、太陽光発電等、自然エネルギー
の活用としての取り組みが公的施設及び
民間において継続的に行われた。
----------------------------------
太陽光発電の家庭用利用促進のみならず
公共施設への更なる利活用展開やエコス
ノードームの冷房以外の利活用等、実用
化に向けた継続的な取り組みが必要であ
る。また、他の自然エネルギー活用につ
いても調査研究を進める必要がある。

まちづくり 68.8

新エネルギービジョンを策定しているが
具体的事業推進まで至っていない
----------------------------------
広域的事業として近隣自治体に呼び掛け
ながら、事業推進を目指す。

住民生活 87.5

BDF利用可能な車両等に構造的、機械的
な制限があり、再利用先の確保、有効活
用方法等に課題を有する。回収について
は住民理解も定着しているが、一層の普
及を図る必要がある。
----------------------------------
再利用先の確保、有効活用方法等につい
て先進事例等を調査検討するとともに、
回収協力に向け一層の普及を図る。

産業振興 81.3

先進地調査を実施したが、データ量とし
ては不十分であり、検討レベルに至って
いないことから利活用の具現化にはまだ
まだ遠い状況にある。
----------------------------------
リサイクルエネルギーは喫緊に対応すべ
き課題として認識する必要がある。ただ
し、利活用ニーズがあっても供給体制が
整わないと町内の普及・利活用は困難と
言わざるを得ない。利活用の研究ととも
に供給側の起業の促しに努める。

BDF化の対応はあるもののバイオマス等
他の展開までは至らなかった。
----------------------------------
リサイクルエネルギーの利活用に向けて
今後調査研究を進展させる必要がある。

68.8

87.5

水質調査、し尿処理、野焼き対策、悪臭
対策、河川愛護、市街地水路整備、空き
家対策等継続的な取り組みを進めた。
----------------------------------
水環境の保全に向けた水質保全や潤いの
あるまちづくりを一層進展させるととも
に、野焼き対策や悪臭問題についても啓
発活動を含め継続的な取り組みが必要で
ある。また、空き家対策については、条
例の施行を受けさらに一層の対応強化が
望まれる。

リサイクルエネル
ギーの利活用

新エネルギーの調査研
究と利活用の推進

やや課題あり 雪以外の利活用可能な
エネルギ－について調
査研究を進めるととも
に、太陽光発電等促進
する取り組みについて
継続的に推進する必要
がある。
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第１項　ダリヤのまちづくりの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

花いっぱい運動の
推進

まちづくり 87.5

地区経営母体や老人クラブ等が主体と
なった活動が継続している。
----------------------------------
人と地域が共にかがやくまちづくりのシ
ンボリック施策として、活動支援を今後
とも継続、充実させる。

87.5

各地区が主体となって花いっぱい運動を
継続的に展開しており、一定の成果を上
げることができた。
----------------------------------
町民主体の取り組みの継続と事業内容の
一層の工夫により今後とも効果的な施策
展開が図られる。

ダリヤロードの構
築

産業振興 81.3

川西ダリヤ会への委託により町内要所に
ダリヤの栽培管理を実施している。
また、各地域において愛好家や地域ボラ
ンティアの手により花々の植栽活動が図
られている。
----------------------------------
町の花であるダリヤの普及には象徴的な
位置づけとして規模拡大に努めたい。
また、ダリヤに限らず伝統的に道路沿い
のプランターを始め様々な活動がなされ
ている。
数量には限定があるが希望団体等にはダ
リヤの球根も提供を継続する。

81.3

町内各所へのスポット的なダリヤの植栽
や道路沿いへのプランターによる各種の
花々の植栽等、運動としての取り組みも
含めて継続的に実施された。

----------------------------------
町民主体の取り組みとして運動が継続さ
れるよう、具体的かつ総合的な施策展開
を再整理し、事業の構築を図る必要があ
る。

花による景観づく
りの推進

まちづくり 87.5

地区経営母体や老人クラブ等が主体と
なった活動が継続している。
----------------------------------
人と地域が共にかがやくまちづくりのシ
ンボリック施策として、活動支援を今後
とも継続、充実させる。

68.8

遊休地等を活用した花による景観づくり
は、長期的展望に立って推進する必要が
あり、現状では、花いっぱい運動やさく
らの植樹による取り組みに限定されてい
る。
----------------------------------
各種媒体による景観づくりの取り組みを
一層強化し、総合的な施策となるよう再
構築する必要がある。

｢協働の杜｣の創造

まちづくり 81.3

桜見守り隊の協力を得ながら、協働のま
ちづくりのシンボルとしてさくらの育成
管理に努めている。
----------------------------------
桜見守り隊だけに頼りきらない、町民協
力、支援体制の拡大を目指す。

87.5

桜見守り隊と連携を図りながら、協働の
まちづくりのシンボルとして、継続して
さくらの育成管理に努めた。
----------------------------------
ふれあいの丘の整備計画と連動しながら
ダリヤ園周辺の「協働の杜」づくりに向
け、スポットの充実や利活用の推進、維
持管理体制の強化等推進方策を充実させ
る必要がある。

地区ごとのさくら
の名所、丘づくり
の推進

まちづくり 81.3

協働のまちづくりシンボルとして、町内
全域でさくらの育成管理に努めている。
----------------------------------
幼木期の育成について、管理徹底の啓蒙
を強化する。

81.3

集落単位での配置や地区全体としてゾー
ンの設定を行い植栽するなど、各地区そ
れぞれの取り組みが実践された。
----------------------------------
協働による維持管理体制の強化を前提
に、地区の土地利用（景観づくり）と連
動した名所づくりが求められている。

第４節　人と地域が共にかがやくまちをつくる

ダリヤ（花）を育み、
町を愛でるまちづくり
の推進

やや課題あり 政策が、「花」をテ－
マに、核となるセンタ
－機能、地域での取り
組み、スポット的なダ
リヤのイメ－ジ化、全
町的景観づくりで構成
されているが、施策全
体の実効性を高めるた
め、町民主体のシステ
ムづくりが今後の課題
である。

さくらの丘づくりの推
進

概ね順調 中核となる「協働の
杜」と全町的な広がり
をもたせた地区ごとの
さくらの丘づくりが全
体像として明確化され
ていない。個々の施策
の具体的取り組みを一
層進めるとともに、町
の将来ビジョンを提示
する必要がある。
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第２項　文化まちづくりの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

川西文化の次世代への
継承

やや課題あり 文化財資源の活用を図
るとともに、学習プロ
グラムの提供による意
識啓発方策を継続的に
推進し、下小松古墳群
を中核とした将来ビ
ジョンを明確化する必
要がある。

歴史的、自然的文
化財の調査、保護
及び学習プログラ
ムの提供 まちづくり 81.3

本町を代表する地域資源であり、下小松
古墳群を守る会（ボランティアガイド）
を中心に学習活動や環境保護に取り組ん
でいる。
----------------------------------
ボランティアガイドの育成や関係団体と
連携し学習推進体制の強化を図る。

81.3

下小松古墳群の活用や指定文化財の保護
等が事業内容であるが、維持管理、学習
会、景観回廊の活用等地区主導で進めら
れた。
----------------------------------
行政として下小松古墳群一帯に対する将
来ビジョンを明確にしたうえで、地区や
関係団体との協働による保護保全、学習
活動の推進を図っていく必要がある。

地域文化の継承と
活用

まちづくり 75.0

文化財保護協会のほかさまざまな団体、
組織、グループの活動を支援する形態と
なっている。
----------------------------------
伝統文化を継承する諸団体の活躍（発
表）の場を創出し、継承者たちのモチ
ベーション向上を促す。

75.0

文化財保護協会等関係団体、組織、グ
ループの活動を支援する事業展開となっ
ている。
----------------------------------
一定の活動が行われているものの、十分
な状況とはいえず、地域や文化財保護協
会等関係団体と連携して、地域文化の継
承を進めていく必要がある。

下小松古墳群を核
とする憩いと学習
の丘の整備

まちづくり 87.5

本町を代表する地域資源であり、下小松
古墳群を守る会や文化財保護協会、また
地元犬川地区と連携しながら保全保護活
動に取り組んでいる。
----------------------------------
行政、地区、保護団体が連携した活動が
できるよう、古墳群一帯の土地利用、整
備活用方針を早急に定める。

75.0

地区や関係団体による進捗は図られた
が、行政としての取り組みが十分とはい
えない状況にある。
----------------------------------
憩いと学習の丘の整備に向けた全体構想
を明確化するとともに、古墳群を活用し
た学習プログラムの設定について、地区
や関係団体と連携し検討していく必要が
ある。

人材、団体の育成
支援

まちづくり 81.3

芸術文化協会への支援を通じ、川西文化
の創造に資している。
----------------------------------
活動・活躍の場を意識的に設けるととも
に、町民へ積極的に紹介する。 81.3

芸術文化協会、その他自主活動団体等へ
の支援について、一層工夫した展開が必
要である。
----------------------------------
芸術文化の進展に向けた人材、団体の育
成について、支援体制の充実が求められ
ている。活動の場の創出も課題の一つで
ある。

（仮）アートサ
ポートシステムの
構築

まちづくり 75.0

フレンドリープラザ、その他の施設を拠
点に芸術活動を行う個人、団体を行政、
町民が支援する体制、ネットワークを構
築する内容であるが、各施設及び指定管
理者の自主性、自発性を尊重している。
----------------------------------
本町文化活動の底辺拡大、技量向上等を
目指し、交流拡大のためのシステム構築
を模索する。

75.0

フレンドリープラザ等を会場に、ピアノ
クリニックが開催され、音大の夏季合宿
が行われ、その成果としてコンサートが
開催されるなど、芸術を通した交流が継
続的に展開されている。これもシステム
の一手法である。
----------------------------------
システムの構築にこだわらずに、これま
での実践事例を生かしながら、さらに対
象が広がるように働きかけていくことも
必要な取り組みの一つである。

芸術文化の発信と川西
文化の創造

概ね順調 今後一層、広がりを
持った活動展開の視点
から継続的かつ具体的
取り組み、仕組みづく
りが求められる。ま
た、フレンドリ－プラ
ザ・遅筆堂文庫・町立
図書館の有効活用につ
いても特色を活かしな
がら、発信性を高めて
いく必要がある。
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活動の場、発表機
会の創出

まちづくり 87.5

芸術文化祭、川西夏まつりなど発表の場
づくりに努めている。
----------------------------------
芸術文化団体、各施設指定管理者等と協
議しながら、さまざまな年齢層、ジャン
ルの新たな発表の場の創出を模索する。

81.3

芸術文化祭、芸術鑑賞会等、発表機会が
設けられ、活動を展開している一方、多
くの自主的活動団体に対する活動の場、
発表機会の創出は十分な状況とはいえな
い。
----------------------------------
各種関係団体や活動団体と連携して、芸
術文化活動の活性化を図る上でも、場の
設定は大きな課題である。

フレンドリープラ
ザの充実

まちづくり 93.8

指定管理者制度を導入し、民間活力とノ
ウハウを発揮した効率的運営がなされて
いる。
----------------------------------
より多くの人がプラザに足を運んでいた
だけるよう、魅力ある企画作りを促す。

87.5

指定管理者の持つノウハウが発揮され、
優れた舞台芸術の鑑賞機会の提供がなさ
れているが、企画内容について一層の充
実を期待したい。
----------------------------------
本町文化の拠点であるフレンドリープラ
ザの一層の飛躍に向け、企画内容の充実
を目指し、発信性を高めていく必要があ
る。町民の利活用の視点も考慮する必要
がある。また、次年度のプラサ２０周年
記念事業に向けて取り組みを進める必要
がある。

遅筆堂文庫の充実
と利活用の推進

まちづくり 93.8

指定管理者制度を導入し、民間活力とノ
ウハウを発揮した効率的運営がなされて
いる。
----------------------------------
展示コーナーを活用し遅筆堂文庫の特色
をより一層打ち出すとともに、図録を早
期に完成させ、魅力ある文庫を目指す。

93.8

文庫の本を活用した企画事業や井上ひさ
し展示室の常設展示、ガイドブック作成
準備等一定の成果をあげている。文庫を
広場として町内外の人々との交流の輪が
一層広がることを期待したい。
----------------------------------
特色ある文庫として、展示室の企画展や
本の樹の充実、本を媒体とした利活用
等、今後関係機関とも連携しながら、多
くの利用者に愛される文庫として、さら
に発信性を高めていくよう期待したい。
また、平成２７年４月の吉里吉里忌（井
上ひさし氏を偲ぶ会）開催に向けた取り
組みについても準備を進めていく必要が
ある。

町立図書館の充実

まちづくり 93.8

指定管理者制度を導入し、民間活力とノ
ウハウを発揮した効率的運営がなされて
いる。
----------------------------------
児童書や郷土出版物、また基本図書を充
実させ、利用者の利便向上を図る。

87.5

図書館の基本業務や基礎的図書の充実、
ブックトーク等一定の行内容となった。
----------------------------------
読書人口を増やすよう、利用者の声を反
映させながら、各種図書サービスや特色
のある図書館運営に心がける必要があ
る。

芸術文化の発信と川西
文化の創造

概ね順調 今後一層、広がりを
持った活動展開の視点
から継続的かつ具体的
取り組み、仕組みづく
りが求められる。ま
た、フレンドリ－プラ
ザ・遅筆堂文庫・町立
図書館の有効活用につ
いても特色を活かしな
がら、発信性を高めて
いく必要がある。

46



第３項　地域分権社会の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

地域コミュニティの再
構築

概ね順調 地域自治再構築へ
の支援

まちづくり 81.3

自治会再編は町民が主体性をもって進め
るべきものと認識し、相談業務が中心と
なっている。
----------------------------------
自治会が機能不全を起こす前に、自治会
の役割の明確化と再構築のための支援を
準備しておく。

75.0

自治会の主体的な取り組みが前提となる
ことから、相談、支援体制の工夫が必要
である。
----------------------------------
地域自治再構築に向け、地区経営母体と
連動しなから、自治会・集落の再生への
取り組みのプロセスを地域住民とともに
構築し、進めていく必要がある。

相互扶助とボラン
ティアの醸成

まちづくり 87.5

協働の概念をまちづくり基本条例に入れ
ており、まちづくりの基本姿勢として推
進している。
----------------------------------
高齢化、少子化が進展する状況のなか
で、相互扶助の機運を醸成することは重
要であり、住民意識の高揚を図る。

87.5

地区経営母体による地区計画の推進、ボ
ランティア除雪等、一定の成果を得るこ
とができた。
----------------------------------
地区計画の推進、実践活動を通して、相
互扶助やボランティアの醸成につながる
取り組みを継続させることが求められ
る。

地区ごとのまちづ
くり計画（地区計
画）の策定促進

まちづくり 93.8

地域住民が主体となって策定した地区計
画が全地区にあり、計画に基づく地域づ
くりが進んでいる。
----------------------------------
次期計画づくりの準備に取りかからなけ
ればならない地区もあり、地域担当者を
中心に町総合計画との連動など整合を持
たせるため地区計画づくりを支援する

93.8

地域主体での取り組みが進められてお
り、行政支援体制についても一定の成果
が得られた。
----------------------------------
町の総合計画とも連動しながら、地区課
題の解消に向けた実施事業の設定等、的
確な取り組みが継続的に行われており、
今後協働による役割分担の明確化が課題
となる。

地域自立支援制度
の確立・導入

まちづくり 93.8

平成２０年度から継続、内容を見直しな
がら推進している。
----------------------------------
協働のまちづくりを推進し地区を支援す
るため、地域担当者の資質向上、財政支
援の拡充を図る。

93.8

地域担当制、地域支援事業交付金、指定
管理料の吟味等により地域自立に向けた
取り組みが進められている。
----------------------------------
地域づくりの進展に向けて、制度設計の
継続的な検証を行い、一層実効性のある
制度となるよう努める必要がある。

地域づくりの核と
なる｢人づくり｣や
地域実践活動の支
援

まちづくり 93.8

まちづくりマイスター養成講座や生涯学
習分野での講座開催などにより地域活動
のリーダーづくりを進めるとともに、地
域おこし協力隊の派遣活動等を通じて実
践活動の支援に努めている。
----------------------------------
人づくりには時間を要することから、単
なる養成講座の開設のみならず、実践活
動の機会や場の提供を数多く設け、リー
ダー育成を目指す。

87.5

まちづくりマイスター養成講座、活動団
体支援、地域おこし協力隊導入等それぞ
れに活動の進展がみられた。
----------------------------------
まちづくりマイスターの今後の活用方策
を明確にし、地域づくりに貢献できる仕
組みを構築することが求められている。
また、地域おこし協力隊の実践を助長す
る取り組みも継続的に推進する必要があ
る。

地区経営母体の運営強
化と自治会再編や集落
再生への取り組みを一
層進め、地域コミュニ
ティの再生と自主自立
の地域づくりを推進す
る必要がある。

地区計画の推進による
地域づくりの醸成に向
け、地域自立支援制度
の有効活用や団体育成
に対する一層のフォロ
－が必要である。まち
づくりマイスターの活
用方策についても明確
化し、有効性を一層担
保する必要がある。

地域づくりの推進 概ね順調

47



まちづくり 81.3

地域の活性化は、まず足元である自分た
ちが住んでいる地域や先人を知ることか
ら始まる。地域づくり、活性化を目指す
方向性と合致している。
----------------------------------
地域の財産（人、物、歴史）のデータ
ベースの充実を図る。

教育総務 93.8

小学校社会科の副読本で、町の歴史、文
化、偉人、地理等を紹介し、児童に指導
している。地域の歴史等に精通した方々
から、直接指導を受ける機会も増えてい
る。
----------------------------------
今後土曜日授業が取り入れられていく予
定もあり、教育課程に組み入れることを
検討していく必要がある。

宝を磨くプログラ
ムの実施

まちづくり 81.3

各地区において、地域資源の掘り起こし
を行う中で再発見し、改めて光をあて地
域活性化の材料として生かしている事例
が出ている。
----------------------------------
地域資源活用の具体的活性化策を推進す
る際に、各種支援の充実を図る。

81.3

地域を知る欲求の高まりを醸成し、地域
資源の発掘に向けた地域学講座の設定等
今後の工夫が求められる。
----------------------------------
地域資源を発見、再認識し、地域の存在
価値を高める活動となるよう一層の工夫
が必要である。

地域や学校において、地域資源の学習活
動が進められており、一定の成果を得て
いる。また、川西の偉人調査についても
準備段階に入ったところである。
----------------------------------
全町、地区単位での学習活動の充実はも
とより、より身近なところでの取り組み
として、地域マップやコミュニティカル
テの作成等誘導策が必要である。81.3

現状では町、地区レベ
ルの地域学習が中心で
あるが、今後、集落単
位へ学習エリアを移行
し、より身近なところ
で地域資源を発見、活
かしてていく方向性を
目指す必要がある。

地域（人、物、歴
史）を知る学習活
動の促進

地域の宝を生かす活動
の推進

概ね順調

48



第４項　交流の拡大

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

交流基盤の構築 概ね順調 交流拠点の機能充
実

まちづくり 93.8

フレンドリープラザ、下小松古墳群、ま
た今後整備するパークゴルフ場は本町を
代表する交流拠点となる施設であり、そ
れぞれの施設の果たすべき機能の充実は
当然である。
----------------------------------
それぞれの施設の特色をフルに出し、多
くの交流人口が生み出せるよう、継続的
な整備充実と機能強化を図る。

企画財政 93.8

短期アクションプランの具現化に向け、
パークゴルフ場の検討、置賜公園の整
備、ダリヤ園の整備、浴浴センターの大
規模改修に向けた実施設計等各ゾーンで
の取り組みが進められた。
----------------------------------
ふれあいの丘全体の整備が計画的に進め
られるよう全体的な進行管理を進め、総
体として交流ゾーンとしての魅力づくり
に資するよう心がける必要がある。

産業振興 87.5

浴浴センター及びダリヤ園は共に観光施
設である共に、ふれあいの丘の交流拠点
としても位置付けられており、浴浴セン
ターでは大規模修繕を前に維持修繕に努
め、ダリヤ園では障害者等に優しい施設
を目指し専用駐車場整備や車いすの充実
を図った。
----------------------------------
浴浴センターは整備計画に基づき大規模
改修を実施する。
整備期間（１０月～３月）中は休館とな
り、ご迷惑をお掛けするが、リニューア
ル後はこれまで以上に利用サービスの向
上に努める。

であいの丘、ふれあいの丘、古代ロマン
の丘づくりに向けて、継続的に交流拠点
としての機能強化が図られた。
----------------------------------
それぞれの丘づくりに向けて、機能強化
と連動性を高め、交流拠点として一層の
交流促進につながるよう期待したい。

93.8

それぞれの丘づくりに
向けて、機能強化と連
動性を高め、交流拠点
として一層の進展を図
る必要がある。また、
交流資源のネットワー
ク化や情報の発信性を
一層高める必要があ
る。
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まちづくり 81.3

主要プロジェクトを推進するため、町と
里の暮らし推進機構が機能分担し事業と
施策を展開している。
----------------------------------
グリーンツーリズム受入れと連携し、農
都交流事業の充実を目指す。

産業振興 75.0

中学生受入や農都交流において、町内の
農村の暮らしや風習等に触れる体験を提
供してきた。交流資源として磨き上げを
図るためには、迎える側がその価値を実
感する必要性がある。ネットワーク化に
ついては、その後の課題と思われる。
----------------------------------
農都交流の実証実験２年目となるので、
地域資源の再評価と提供手法について収
斂が必要と思われる。収斂度が今後に向
けた試金石となる。

情報提供システム
の構築

まちづくり 81.3

川西ファンデータベース構築や情報ツー
ル活用の検討を進めている。
----------------------------------
交流人口の拡大にはやはり情報の提供が
カギとなることから、関係団体との連携
を密にし、多様な情報提供のチャンネル
を構築する。

68.8

情報ツール活用の検討、データベース構
築等今後の課題となっている。
----------------------------------
かわにしファンの拡大に向けた情報提供
システムの構築が望まれる。

まちづくり 87.5

町、各地区交流センター、やまがた里の
暮らし推進機構など様々な実施主体で、
多彩な交流事業が展開された。
----------------------------------
各種交流事業の実施主体は様々だが、そ
れらを連携させるコーディネイトが大事
であり、一体化した交流事業の展開を目
指す。

産業振興 68.8

中学生受入では年２校の受入れに終わっ
た。学校側の人数と受入規模のアンマッ
チ等もあり増加を図ることが困難な状況
にある。一方、受入協議会では農都交流
に着手しており、農村における社会人研
修受入による交流事業着手した。
----------------------------------
農都交流事業により、今後の受入事業推
進の可能性を見いだせるよう努める必要
がある。
実施体制強化のため、２７年度からの里
の暮らし機構と受入協議会の統合準備を
進める。

81.3

やまがた里の暮らし大学校運営事業、グ
リーンツーリズム推進事業等一定の成果
は上がったが、ネットワーク化までには
至らなかった。
----------------------------------
交流資源の充実、ネットワーク化に向
け、交流組織・機構の体制整備や交流資
源（物産・食・歴史・文化等）の発掘お
よび利活用に対する具体的取り組みを一
層進展させる必要がある。

87.5

やまがた里の暮らし推進機構や地区・団
体による交流事業、ダリヤの里体験受入
協議会を軸としたグリーンツーリズム推
進事業、川西夏まつりの実施等各種交流
事業が実施された。
----------------------------------
組織体制の整備や相互連携、機能強化な
ど、今後改善すべき課題に対して、検証
し具体策を提示する必要がある。

交流資源の充実、
ネットワーク化

地域間交流、国際交流
の推進

交流メニュ－、交流主
体、交流エリアの広が
りが必要である。その
上で交流を通した地域
活性化に結び付けてい
くことが期待される。

概ね順調 各種交流事業の促
進
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自治体間、民間の
交流連携の推進

まちづくり 81.3

全国川西会議、東京町田市、岩手県大槌
町等との自治体間交流のほか、山形大学
はもとより東北大学、愛知大学、神戸国
際大学など複数の大学との交流連携が展
開された。
----------------------------------
全国川西会議は職員の相互交流研修を実
施し、一歩踏み込んだ交流展開を図る。
大槌町とは、復興支援交流を進める。ま
た各大学とは、それぞれ関係する部署で
コンタクトをとり、学官連携の推進を図
る。

81.3

自治体間交流はもとより、大学との交流
連携、大槌町との交流など、多岐にわた
る交流の推進が図られた。
----------------------------------
自治体間や大学との交流・連携、大槌町
との交流等の推進方策として町民レベル
の交流の促進を充実させることが必要で
ある。

国際交流の推進

まちづくり 81.3

国際交流協会支援、日本語教室の開催、
外国語翻訳サービス等を実施した。特に
国際交流協会は念願のマレーシア訪問を
実施できた。
----------------------------------
川西町国際交流協会の更なる支援に努め
る。日本語教室、翻訳サービスも継続す
る。

81.3

国際交流協会の活性化や日本語教室の開
催等、一定の成果を得ることができた。
----------------------------------
今後も町民主体の国際交流を支援すると
ともに、行政間の国際交流についても調
査研究することが必要である。

交流人材の育成

まちづくり 75.0

研修、講座開催、人材バンク制度に取り
組んでいる。
----------------------------------
実践活動の機会や活動の場創出に努め
る。

75.0

交流人材養成については取り組みが不十
分な状況にある。
----------------------------------
交流人材養成の取り組みを充実させると
ともに、人材バンクについては内容を検
証し、再構築する必要がある。

川西ファンの拡大

まちづくり 87.5

東京川西会の役員以外、本町と何らかの
縁がある方を大使に委嘱。個々人のネッ
トワークを活かしていただきながら、本
町の知名度アップに尽力いただいてい
る。
----------------------------------
ふるさと交流大使の増員及び大使への情
報提供内容と頻度をより高める。

87.5

交流団体・機構による川西ファンの拡大
の取り組みやふるさと交流大使の設置充
実（東京で情報交換会を開催）に向けた
取り組みが行われた。
----------------------------------
川西ファンの拡大に向けて、交流団体・
機構による取り組みはもとより、ふるさ
と交流大使の活用及び相互連携について
一層工夫を凝らす必要がある。

交流人材の育成と川西
ファンの拡大

地域間交流、国際交流
の推進

概ね順調 交流人材の育成等の取
り組みを継続するとと
もに、今後、事務事業
の再構築も含めて、実
践的取り組みを進める
必要がある。

交流メニュ－、交流主
体、交流エリアの広が
りが必要である。その
上で交流を通した地域
活性化に結び付けてい
くことが期待される。

概ね順調
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第５項　教育環境の整備・充実

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

まちづくり 81.3

地域住民を協力を得ながら、学校支援地
域本部事業を5つの小学校で実施。
----------------------------------
事業の趣旨をより一層地域に広め、協力
体制を強化する。

教育総務 87.5

地域の歴史、自然、文化を学ぶ機会を授
業に取り入れたり、地域の指導者が児童
に指導したりする機会が増えている。
----------------------------------
コミュニティ・スクール指定により学校
と地域の連携を図るなどの取り組みを、
さらに波及させていく。

新たな社会に対応
した学習体制の充
実

教育総務 87.5

文部科学省の指導方針に沿って、学校教
育研修所が中心となり、指導内容、方法
を検討している。
----------------------------------
教育研修所が主体となり、指導内容の変
更や新たな課題等の情報を得て、教員の
指導力向上、指導態勢の確立を図り、児
童生徒の学力向上を図っていく。

87.5

外国語指導助手の配置、学校情報化の推
進等展開しており、教育研修所の研修と
相まって実効性を上げている。
----------------------------------
多様化、複雑化する新たな社会に対応で
きる人材の育成に向けて、一層の学習体
制の充実が求められる。

教職員研修、指導
体制の充実

教育総務 93.8

川西町学校教育研修所（所長：校長会
長）における研修計画をベースに、毎年
公開研修や教育課程研修等を継続的に実
施している。
----------------------------------
国では教育改革を進める動きが加速して
おり、新たな課題への対応が求められて
いるため、研修所の機能をさらに高め、
教員の指導力向上を図る必要がある。

93.8

指導主事の配置、教職員研修等概ね有効
に進められているが、研修事業について
は内容の充実について一層の工夫が求め
られる。
----------------------------------
それぞれの事業の有効性を担保し、新た
な課題への対応に向けて一層の進展を期
待したい。

学習効果を勘案し
た学区の再編

教育総務 93.8

平成２５年５月に「あすの川西町の小学
校を考える協議会」を設置、２５年度内
に３回の協議会を開催。２１会場で、保
護者・地区懇談会を開催、教育環境の向
上を目的に将来の学区再編と小学校統廃
合について検討した。
----------------------------------
平成２６年度に４回の協議会を予定、協
議会から教育委員会に答申をもらう予
定。平成２８年度からスタートする第５
次総合計画に統廃合計画を反映させ、学
区再編を進める計画である。

93.8

教育環境の充実に向けて今後の児童数の
推移も勘案しながら、協議会の立ち上
げ、各層との懇談会の開催等きめ細かな
対応が行われた。
----------------------------------
小学校再編への取り組みについて、平成
２６年度教育委員会としての方向性を整
理し、第５次総合計画の中で反映できる
よう事務の推進を進めることになる。

87.5

地域素材を活かした学習活動、社会科副
読本の活用、コミュニティ・スクールの
導入、地域住民による学校支援地域本部
事業等それぞれの事業が一定の進捗を見
せている。
----------------------------------
地域資源を活かした学習活動について
は、一定の進展があり、コミュニティ・
スクールや学校支援地域本部事業が各学
校に展開される状況にあることから、今
後一層の展開を期待したい。

概ね順調

教育環境の充実 概ね順調 学区再編、施設整備、
学校給食の相互関連性
を意識した調整を進
め、総合的・一体的な
施策展開となるよう心
がける必要がある。

地域の特色を活か
した教育の推進

地域の特色を活かした
教育の推進に係る事務
事業や新たな社会に対
応した事務事業を一層
強化し、有効性を担保
する必要がある。

教育内容の充実
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学校給食の効率
的、効果的運営

健康福祉 87.5

食育推進計画策定委員会を立ち上げ、計
画を策定した。学校給食の管理栄養士や
調理師にも委員として参加していただ
き、意見を反映することができた。
----------------------------------
食農教育の推進であり、事務局が健康福
祉課だけでは事業推進に偏りが生じる。
産業振興課、教育委員会総務課を含む事
務局体制が必要。

教育総務 93.8

各小中学校で、適正規模の調理師を配置
し、安全安心な給食の提供を実施してい
る。平成２６年度から小松小学校でも自
校炊飯を実施する予定である。
----------------------------------
食材の地産地消をさらに進めるほか、学
校との連携によりアレルギー食への対応
を強化する。

総務 81.3

年次的に整備し、地域に開かれた広域交
流施設としていく。
----------------------------------
計画的な整備を推進するとともに、施設
管理、運用法等についても検討してい
く。

教育総務 93.8

各学校における大規模な施設改修等につ
いては年次計画により対応している。学
校施設では平成２７年度までに耐震化整
備を図る予定である。
----------------------------------
耐震基準を満たしていない学校施設につ
いては、平成２６年度に耐震診断を実
施、２７年度までに整備を図る予定。中
央公民館については庁舎と一体的な診断
整備を進め、安全な施設運営のためにも
早期の着手が必要である。

93.8

87.5

食育推進計画を策定し、事業の総合化、
明確化に向けた取り組みが進められた。
また、給食現場における「食」の大切さ
や地産地消の取り組みが行われた。ま
た、農産物の生産体験も進められた。小
中学校全体としての運営方法について
は、一定の整理が行われた。
----------------------------------
食育推進計画による具体的事業展開を図
り、健康・教育・産業の総合的な側面か
ら、食文化の再発見・付加価値化を図る
必要がある。そのためにも、学校・地
域・行政が一体となった取り組みが求め
られる。学校給食の効果的な運営につい
ても継続的な取り組みが期待される。

施設維持管理計画に基づき、概ね効率的
に進められている。
----------------------------------
緊急度・優先度などを考慮して施設整備
が進められている。旧第二中学校（川西
町交流館）の修繕整備についても継続的
に推進していく必要がある。

教育環境の充実 概ね順調 学区再編、施設整備、
学校給食の相互関連性
を意識した調整を進
め、総合的・一体的な
施策展開となるよう心
がける必要がある。

施設の計画的な整
備
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第６項　生命の教育の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

共育環境づくりの
推進

まちづくり 81.3

家庭教育講座を実施した。
----------------------------------
家庭教育のネットワーク化を図り、保護
者、指導者、施設との連携を強化する。

75.0

共育環境づくりは、家庭の教育力の向上
が大切な視点であり、家庭教育講座を実
施した。
----------------------------------
家庭の教育力の低下が叫ばれている中、
共育環境づくりに向けて、家庭教育講座
のみならず多様な家庭教育環境づくりに
対応した取り組みが必要である。

地域子育ての意識
づくりの推進

まちづくり 81.3

地区が主体となり、児童施設、学校、交
流センターとの連携を支援している。
----------------------------------
教育委員会や地区交流センターとの連携
をより一層蜜にし、地域子育ての意識づ
くりを進める。

75.0

子育てサポーターリーダー養成講座自体
の取り組みについても工夫が必要であ
る。また、それ以外の多様な事業設定に
ついても県とする必要がある。
----------------------------------教
育委員会や地区交流センターとの連携を
より一層蜜にし、地域子育ての意識づく
りを進める。

こころの教育の推進 概ね順調 性の教育、いじ
め、不登校への対
応

教育総務 87.5

いじめについては、学校での生徒指導、
児童生徒の動向把握が行われており、早
期解決が図られている。不登校児に対し
ては、教育相談員が学校と連携し家庭訪
問を行うなど、きめ細かな対応を行って
いる。
----------------------------------
不登校児の出現の背景には、本人の問題
のほか家庭の教育力低下、経済環境の悪
化等、複雑な要因がある。学校が中心と
なって個別指導を行い、教育相談員との
ネットワークを図り、きめ細かな対応を
行う。

87.5

こころの教育の推進に向けて、性の教
育、いじめ、不登校対策は今日的課題で
あり、教育相談員の配置やフリースクー
ルの設置等継続的な取り組みを進めてい
る。

----------------------------------
現在の取り組みを継続的に進めるととも
に、体制・機能の強化に向けた対応が必
要である。

生き抜く力の育成

教育総務 87.5

平成２５年度に、幼保小中連携戦略会議
を発足し、幼児期から中学校までの一貫
した教育方針のあり方、たくましい児童
生徒を育成するための情報交換を実施し
ている。
----------------------------------
幼保小中連携戦略会議での議論を次年度
以降も継続し、各発達段階における指導
面で役立てるよう活性化させていく。

87.5

特別学級在籍児童・生徒の社会性醸成に
向けた特別支援教育育成事業を進めた。
また、児童・生徒全体に対する「生き抜
く力」の育成に向けた取り組みを進め
た。
----------------------------------
生き抜く力の育成は、大切な視点であ
り、命の尊厳や社会力を高める教育プロ
グラムの一層の進展が期待される。

食育教育の充実

健康福祉 87.5

食育推進計画策定委員会を立ち上げ、計
画を策定した。学校給食の管理栄養士や
調理師にも委員として参加していただ
き、意見を反映することができた。
----------------------------------
今後事業を推進していく上で事務局が健
康福祉課だけでは事業推進に偏りが生じ
る。産業振興課、教育委員会総務課を含
む事務局体制が必要。

87.5

食育推進計画を策定し、事業の総合化、
明確化に向けた取り組みが進められた。
また、給食現場における「食」の大切さ
や地産地消の取り組みが行われた。ま
た、農産物の生産体験も進められた。
----------------------------------
食育推進計画による具体的事業展開を図
り、健康・教育・産業の総合的な側面か
ら、食文化の再発見・付加価値化を図る
必要がある。そのためにも、学校・地
域・行政が一体となった取り組みが求め
られる。

性の教育や命の尊厳、
食育や食農教育に対す
る一層の取り組みが必
要である。食育推進計
画の体系化による実践
も必要である。

やや課題あり家庭教育力の向上 家庭教育推進に向けた
事務事業の体系化が必
要であり、多様な家庭
環境に応じた対応策の
提示が必要である。
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第７項　生涯学習・生涯スポーツの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

まちづくり 93.8

指定管理者制度により地域づくりの拠点
である地区交流センターを管理運営して
いる。施設設備についても、年次計画に
より整備している。
----------------------------------
老朽化やバリアフリーへの対応を図る。
また小松地区交流センターのあり方につ
いて、検討を進める。

教育総務 75.0

中央公民館は、耐震基準についても不明
であり、安全度は低いと思われる。庁舎
と合わせて早急な整備計画が必要であ
る。
----------------------------------
施設の不具合についてはその都度修繕工
事を実施し対応している。整備計画が策
定されるまでは現状のとおり使用する。

情報提供の促進

まちづくり 81.3

出前講座を実施しており、毎年ある程度
一定の需要（申し込み）がある。
----------------------------------
毎年プログラムを見直し時宜にあった内
容の精査を行う。

75.0

各種媒体による学習情報の提供は進めら
れているが、出前講座の運用については
一層の工夫が必要である。
----------------------------------
出前講座の有効活用など、今後検討すべ
き内容を再精査し、有効なプログラムと
なるよう心がける必要がある。

交流による人づく
りの推進

まちづくり 81.3

地区計画推進、地域学講座、成人式等を
実施。参加者同士の交流から、資質の交
流が図られている。
----------------------------------
町主体で実施する事業拡大を模索する。

81.3

各種事業を展開し、一定の成果を得るこ
とができた。
----------------------------------
各種事業や学習活動を通して、世代間交
流や地域間交流を促進し、地域づくりを
担う人材の育成を一層進める必要があ
る。

学習推進体制の充実 概ね順調 世代間交流や地域間交
流を促進し地域づくり
を担う人材の育成に向
けた事務事業の設定が
不十分である。生涯学
習推進計画をもとに体
系的な取り組みが求め
られる。

各地区交流センターの修繕・施設整備を
年次計画をもとに実施するとともに、中
央公民館については、必要最小限の修繕
にとどめている。
----------------------------------
施設の老朽化か進んでいる施設もあり、
優先順位をつけながら年次計画に基づき
進めていくこととなる。また、中央公民
館については、平成２６年度耐震診断を
行う予定であることから、その結果を受
け対処策を検討する必要がある。

87.5

施設機能の充実
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主体的な学習活動への
支援

学習講座の提供

まちづくり 87.5

町主体の学習のみならず、地区交流セン
ターや各種団体でも学習機会の提供が行
われている。
----------------------------------
生涯学習推進計画に基づく体系的な学習
プログラムを構築する。

75.0

各種学習講座を開催提供しているが、手
法も含めてさらなる充実を期待したい。
----------------------------------
生涯学習推進計画に基づき、体系的な学
習プログラムの設定を行い、学習意欲に
応える講座の提供に心がける必要があ
る。

地域活動への支援

まちづくり 93.8

地域支援金の交付を通じて、地域住民の
主体的な学習活動、地域活動を支援して
いる。
----------------------------------
財政的支援のみならず、多様な支援の在
り方を模索していく。

教育総務 93.8

地域の子どもを地域で守り育てる機運が
高まり、放課後子どもプランとして４つ
の放課後児童クラブが運営、５地区で放
課後子ども教室が実施され、町では助成
支援している。
----------------------------------
子ども・子育て支援新制度が平成２７年
度からスタートし、放課後児童クラブ等
が市町村計画に位置付けられることか
ら、新制度における事業計画のなかで地
区と連携して進める。

情報発信の提供

まちづくり 81.3

情報発信による町民の主体的な学習活動
への支援は人づくりに、地域づくりにつ
ながる。
----------------------------------
マスコミ活用の意識のアップ、情報提供
媒体の検討、情報提供手法の見直し等を
行う。

81.3

情報環境の改善に伴い、地域情報を発信
する環境が整い、学習活動での利活用が
一定程度進められた。
----------------------------------
地域情報発信の支援により、学習活動が
促進される状況をより一層充実させる必
要がある。

まちづくり 87.5

各種スポーツ大会や総合型スポーツクラ
ブ支援、スポ少支援などを通じ、全ての
町民の健康体力づくりに取り組んでい
る。
----------------------------------
保険事業や介護予防事業と連携を図り、
運動を通じた町民の健康体力づくりをよ
り一層促進する。

健康福祉 87.5

住民の健康意識は高く、各種健康教室や
食育・食生活教室には今年も多くの参加
が得られた。
----------------------------------
住民の健康体力づくりに向け、健康川西
21、食育推進計画の両面から幅広い年代
を対象に事業を推進していく。

生涯スポーツの推進や健康元気づくり事
業等一定の成果を上げている。
----------------------------------
総合型地域スポーツクラブ、レクリエー
ション、健康教室等、ここの体力に応じ
た運動機会の創出がなされており、町民
一人一体力づくりに向けた取り組みを一
層進展させる必要がある。

87.5

87.5

地域支援事業や放課後児童クラブ、放課
後子ども教室とも改善を図りながら充実
した取り組みを進めている。
----------------------------------
人的、財政的支援の在り方を再評価し、
地域活動への支援がより有効になるよ
う、今後の進展を期待したい。

やや課題あり

体力づくりの推進 概ね順調 個々の体力に応じた運
動機会の創出、総合型
地域スポ－ツクラブへ
の支援やニュ－スポ－
ツの普及に対する取り
組みについて一層の工
夫が必要である。

生涯学習推進計画をも
とに、生涯学習講座の
あり方や地域支援のあ
り方について、施策を
支える事務事業の見直
し、再設定が必要であ
る。

町民一人一体力づ
くりの定着
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スポーツ機会の創
出

まちづくり 87.5

各地区でのスポーツレクリェーションや
体育協会加盟団体ごとの専門大会、また
町体育振興公社や総合型スポーツクラブ
の活動等を通じて、スポーツ機会の創出
が図られている。
----------------------------------
各種大会、活動活性化の底上げを目指
し、支援強化を模索する。

87.5

総合型地域スポーツクラブや生涯スポー
ツの推進、スポーツ推進委員活動を通し
てスポーツ機会の創出が図られた。
----------------------------------
町民の活動意欲に応えるべく、各種ス
ポーツ機会の創出に向け、各年齢層に応
じた体系的な仕組みづくりが求められて
いる。

指導体制の充実

まちづくり 87.5

体育協会、体育振興公社、スポーツ推進
委員等の活動支援に努めている。
----------------------------------
各種研修等への参加を積極的に促し、指
導体制の充実を目指す。 87.5

体育協会育成事業、スポーツ推進委員活
動事業等を通して指導者体制の充実を
図っている。
----------------------------------
体育協会加盟各スポーツ団体の指導者や
スポーツ推進委員による指導体制の充実
に向けた取り組みが行われており、今後
とも指導者養成プログラムの設定等一層
の進展を期待したい。

ホッケー競技の振
興

まちづくり 87.5

人工芝ホッケー競技場の完成により、普
及、競技力向上、各種大会開催に弾みが
できた。
----------------------------------
東京オリンピックの開催を視野に入れ、
競技者人口の確保、底辺拡大強化を図
る。

81.3

人工芝ホッケー競技場の整備と相まっ
て、普及活動、競技力向上支援、各種競
技大会の開催等、一定の成果を上げてい
るが、競技人口が伸び悩んでいる。
----------------------------------
各種事業が進められているが、ホッケー
の競技人口が限られていることから、よ
り一層の普及活動が必要であり、その上
に立って競技力の強化を図ることが望ま
れる。

施設管理、運営体
制の充実

まちづくり 87.5

指定管理者制度によりスポーツの拠点施
設である町民体育館を管理運営してい
る。
----------------------------------
建設後３０数年が経過し、至るところに
老朽化も見られることからした、計画的
な施設の修繕や設備の充実を図る。

87.5

体育振興公社を指定管理者とし、町民総
合体育館の施設管理及び運営を進めてい
る。
----------------------------------
適正な管理運営がなされており、今後と
も継続的な取り組みを期待したい。

施設の整備、充実

まちづくり 87.5

年次計画により整備しているが、規模が
大きいことから、多額な費用がかかるも
のについては先送りとなっている。
----------------------------------
建設後３０数年が経過し至るところに老
朽化が見られることから、財政面を含め
た施設の修繕計画をたてる。

87.5

総合運動公園全体の施設整備について
は、年次計画に基づき優先順位をつけな
がら推進しているが、一部修繕の繰り延
べもある。
----------------------------------
施設の維持管理方針を再精査し、施設設
備の修繕が着実に進められるよう年次調
整が必要である。

競技力の向上

スポーツ環境の充実 概ね順調 町民総合体育館の適正
な管理運営とともに、
各種スポ-ツ施設の維
持管理方針を明確化
し、年次的な調整をす
る必要がある。

概ね順調 指導者養成に対する取
り組みの強化やホッ
ケー競技人口の拡大、
競技力の向上が今後一
層求められる。

体力づくりの推進 概ね順調 個々の体力に応じた運
動機会の創出、総合型
地域スポ－ツクラブへ
の支援やニュ－スポ－
ツの普及に対する取り
組みについて一層の工
夫が必要である。
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第８項　男女共同参画社会の推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

社会参加機会の拡大 女性の活躍の場の
創出

産業振興 75.0

女性の起業のチャレンジ意欲は男性に比
較して高いといえる。
２５年度を振り返ると課題として高齢
化、特定化が進んでいるが、若手の積極
的な姿勢と取組みも見受けられた。
----------------------------------
６次産業化での農産物加工への取組みに
熱心な女性が、より確実な成果が上がる
ようアドバイザーの指導等により積極的
に支援するとともに、女性の新たなチャ
レンジを促す施策を講じたい。

81.3

女性団体による起業化の動きなど、社会
参加に向けた活動の場の創出が徐々にな
されるようになった。

----------------------------------
研修等を通し、女性団体による起業化の
動きが見られるなど、一定の成果があ
り、支援強化を行いながら継続的な支援
を進めていく必要がある。

政策、方針決定へ
の男女共同参画の
推進

まちづくり 75.0

委員会等への女性登用の参画を推進して
いるが、義務規程を課していないことか
ら、女性の登用数は少ない。
----------------------------------
男女共同参画推進計画を今一層啓蒙し、
各団体、委員会等の要綱に女性枠を必ず
設けることを強く意識付けする。

75.0

委員会、審議会等の要綱がほとんとど役
職、団体の代表で構成されており、実質
的な登用率が低い状況にある。
----------------------------------
各委員会等の性格もあり、登用率を上げ
ることは容易ではないが、取り組みの工
夫や強化により進展するコツを期待した
い。

まちづくり 81.3

地区が主体となり、児童施設、学校、交
流センターとの連携を支援している。
----------------------------------
教育委員会や地区交流センターとの連携
をより一層蜜にし、地域子育ての意識づ
くりを進める。

教育総務 93.8

私立認可保育園の開園、病児保育事業
等、子育て環境は改善されている。子ど
も・子育て新制度の開始準備を進め、子
ども・子育て会議の設置及びニーズ調査
を実施した。
----------------------------------
子育て支援ボランティアのシステム構築
と制度の充実、子育て支援センターの充
実を図るほか、子ども・子育て支援新制
度における町事業計画の策定が平成２６
年度の大きな事業となる。

女性の能力が発揮
しやすい環境の整
備

まちづくり 81.3

女性のつどいの自主的活動をフォローし
ている。
男女共同参画の趣旨、女性の社会参画は
ある程度進んでいるものの、より多くの
町民が意識を切り替える必要がある。
----------------------------------
女性のつどいの自主性をより助長すると
ともに、町民意識の改革のため情報提
供、啓蒙活動に力を入れる。

81.3

女性のつどい等能力開発に向けた研修交
流事業が継続的に実施され、活躍する女
性の芽吹きがあった。

----------------------------------
事業の継続拡大を図り、具体的実践を通
して施策効果を一層高める必要がある。

働くための環境整備 概ね順調 女性の社会進出に向け
た環境整備が徐々に整
備されつつある状況に
あり、今後とも一層の
進展に向け事務事業の
設定に対する工夫が必
要である。政策、方針
決定の場に対する女性
の登用率は十分とは言
えない状況にある。

やや課題あり 女性団体による起業化
の動きが見られるなど
一定の成果があり、今
後一層の支援強化が必
要である。

安心して子育てで
きる環境の整備

働くための環境整備として、育児相談、
ルンルン子育て広場、学童保育、認可保
育所、病児保育等子育て支援に向けた各
種事業を諦観している。
----------------------------------
乳幼児期からの保育体制、地域の子ども
見守り、子育て支援センター機能の強化
等一定の取り組みを継続強化することが
今後とも望まれる。

81.3
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男女共同参画意識
の醸成

まちづくり 81.3

男女共同参画の趣旨、女性の社会参画は
ある程度進んでいるものの、より多くの
町民が意識を切り替える必要がある。
----------------------------------
計画の趣旨啓蒙のため、地域、各団体、
組織等に周知、情報提供に力を入れる。

75.0

普及啓発活動がより広く展開されている
状況までには至っていない。
----------------------------------
各種宣伝媒体を活用しながら、企業・団
体と連携し、継続的に普及啓発活動に取
り組んでいく必要がある。

男女共同参画社会
実現のための推進
体制の確立

まちづくり 81.3

定例的に男女共同参画推進委員会や推進
会議を開催している。
----------------------------------
事務局体制を強化し、計画の趣旨の周
知、啓蒙の徹底を図る。 81.3

男女共同参画推進委員会や推進会議、男
女共同参画のまちづくり会議を開催し、
点検評価を行いながら進行管理を進めて
いる。
----------------------------------
施策実現に向けて、各種協議組織を活用
しながら推進体制の強化に向けた取り組
みを一層進める必要がある。

意識啓発及び推進体制
の確立

男女共同参画計画に基
づく一層の意識改革に
向けた取り組みが必要
であり、推進体制の強
化策が求められる。

概ね順調
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第９項　自主・自律のまちづくりの推進

政　策　名 評価結果 評価の理由 施　策　名 担当課
１次評価

点数 １次評価の理由及び今後の改善策
２次評価

点数
２次評価の理由及び今後の改善策

協働のまちづくりの推
進

川西町まちづくり
基本条例の啓蒙

企画財政 87.5

まちづくり基本条例については、まちづ
くりに対する基本的な考え方が十分理解
されるまでには至らなかった。今後啓発
活動を強化し一層の浸透を図る必要があ
る。
----------------------------------
今後条例の見直し、運用の強化につい
て、具体的検討を進める必要がある。ま
た、平成２５年５月施行の議会基本条例
との調和を図り、協働のまちづくりを進
展させる必要がある。

87.5

同左

情報の共有化、広
報・広聴活動の推
進

まちづくり 87.5

地域担当職員を配置、毎月定例訪問しな
がら相互の情報伝達を実施している。ま
た地域づくり連絡協議会、庁内での地域
支援調整会議等により、地区と行政の情
報の共有化を図り、課題解決に向けた協
議を進めてしている。
----------------------------------
各地区交流センター長会、地域づくり連
絡協議会、支えあいのまちづくり会議、
各地区センターの定例訪問等を通じて、
協働のまちづくりをより推進する。

企画財政 87.5

町報発行、ホームページ更新運営、町長
とのふれあいトーク、「町の仕事と予
算」作成等、継続して広報・広聴活動の
推進に努めた。
----------------------------------
各種情報媒体による発信強化、ふれあい
トーク等広聴活動による意見の集約、反
映強化など今後とも継続的取り組みが必
要である。

NPO、ボランティ
ア団体等の育成支
援

まちづくり 81.3

情報提供、ＮＰＯリーダー養成、各種研
修、講座開催等を担っている。
----------------------------------
協働のまちづくり推進のために、新たな
公共セクターとしてＮＰＯ等の存在は不
可欠であるため、関係団体と連携し育成
支援を強化する。

81.3

NPOリーダー養成等実践に結びつく事業
の推進が期待される。
----------------------------------
町内及び広域NPO法人やボランティア団
体の育成支援、事業連携、ネットワーク
化を継続的に進める必要がある。

子どものまちづく
りへの参画

まちづくり 87.5

若者未来塾交付金を活用した団体のメン
バーや、青年海外研修に参加した若者を
主に、まちづくり活動への参画を促して
いる。
----------------------------------
対象年齢がもっと下の世代に対する事業
構築を目指す。

75.0

若者未来塾や青年海外研修等若者に対す
る取り組みを中心に実施した。

----------------------------------
若者に対する取り組みの継続的な展開と
併せて、子ともを対象とした具体的事業
の創設が望まれる。

概ね順調 各施策に対する取り組
みをさらに充実させる
ため、具体的事務事業
を検証し、より有効な
内容となるよう今後一
層の進展を図る必要が
ある。

87.5

地区相互の情報交換、各種広報・広聴活
動により一定の進展がみられた。
----------------------------------
地域との連携を基本としながら、協働の
まちづくりの推進に向け、広報・広聴活
動を一層進展させることが、必要不可欠
な課題である。
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川西町集中改革プ
ランの実施

企画財政 93.8

内部、外部評価導入による点検管理を行
い、アクションプログラムの実効性を検
証し、有効性を担保している。
----------------------------------
今後ともPDCAサイクルを回し、プログ
ラムの事業改善がなされるよう努める必
要がある。

93.8

同左

行政評価システム
の導入

企画財政 87.5

システムの見直し等改善を進め、内部、
外部による行政施策等の評価を行い、町
政運営の指針の一助とした。
----------------------------------
評価結果を全職員が共有し、具体的に次
期施策に改善施策を反映させることが大
切であり、今後一層の検証が必要であ
る。

87.5

同左

環境マネジメント
システムの推進

住民生活 87.5

新システムを毎年改良しながら定着して
きた。他の模範となる活動を職員周知・
奨励しながら、一層の推進を図ってい
る。ただし、内部監査方式の方法、体制
について改善の余地がある。
----------------------------------
内部監査の充実を図るとともに、実運用
の中で全体の見直しを行っていく。

87.5

環境マネジメントシステムを通して、行
政の経営管理体制の一助となった。
----------------------------------
環境マネジメントシステムを推進するこ
とにより、PDCAサイクルによる行政マ
ネジメントシステムとしての効果を再認
識し、継続的な取り組みを進めていく必
要がある。

職員の資質向上

総務 87.5

住民ニーズが多様化、複雑化している中
で、今後も継続して人材育成に取り組む
必要がある。
----------------------------------
職員の受講意欲を喚起するとともに、受
講しやすい環境の整備を図る。

87.5

人材育成基本方針に基づき、各種研修に
よる資質の向上を図った。
----------------------------------
職員一人ひとりが町民との協働によるま
ちづくりをリードできるよう、資質向上
に向けた各種研修等の取り組みを一層進
展させる必要がある。

情報共有と相互理
解の推進

企画財政 81.3

国、県の方向性に関する情報収集を行う
とともに、置賜圏域における広域行政
サービスの在り方について協議を進め、
一定の成果を得ることができた。
----------------------------------
情報の共有化や相互理解を深め、広域ア
クションブランの具現化に向けた取り組
みを一層進展させる必要がある。

81.3

同左

行政サービスの広
域化と広域処理

総務 93.8

定住自立圏構想の方向性に関する情報収
集を行うとともに、置賜圏域における広
域行政サービスの在り方について協議を
進めていく。
----------------------------------
情報の共有化や相互理解を深め、定住自
立圏構想の具現化に向けた調査研究を進
めていく必要がある。

企画財政 87.5

定住自立圏構想の方向性に関する情報収
集を行うとともに、置賜圏域における広
域行政サービスの在り方について協議を
進めていく。
----------------------------------
情報の共有化や相互理解を深め、定住自
立圏構想の具現化に向けた調査研究を進
めていく必要がある。

87.5

概ね順調広域連携の推進

さらなる行政経営シス
テムの向上に向けて、
実施内容を点検評価し
ながら、常に改善して
いく姿勢で取り組む必
要がある。

概ね順調行政経営システムの確
立（役場改革）

方向性は明示されてい
るが、進捗状況として
は検討する余地があ
る。今後の取り組みに
対する工夫、調査研究
が必要である。

行政サービスの広域化、広域処理につい
ては、実施可能な事務から広域化を進め
ている。
----------------------------------
広域連携に対する基本的姿勢として、で
きるものから積極的に取り組んでいくこ
とを基本とし、関係市町と連携していく
ことが必要である。
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地域整備 81.3

置広水を受水している近隣の２市２町の
経営状況に差異があり、広域化を論じる
状況にはない。
----------------------------------
将来的には広域サービスとして水道事業
の在り方検討は必要である。

市町村合併に関す
る調査、研究

企画財政 68.8

定住自立圏構想、道州制への動きを注視
する段階であり、合併の調査研究までに
は至っていない。
----------------------------------
合併を選択した市町村のその後の変化に
ついて検証を進めるとともに、協働のま
ちづくり推進のための地域内分権につい
て促進していく必要がある。今後のまち
づくりのビジョンの明確化を明確にし、
広域連携を軸とした議論を深めていくこ
とが大切である。

68.8

同左

87.5

行政サービスの広域化、広域処理につい
ては、実施可能な事務から広域化を進め
ている。
----------------------------------
広域連携に対する基本的姿勢として、で
きるものから積極的に取り組んでいくこ
とを基本とし、関係市町と連携していく
ことが必要である。
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